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第１編 計画策定の基本的な考え方 

 

第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画の趣旨 

〇現行の障害者計画（H31～R5）においては、基本理念である「地域の資源を活かしながら、住民

相互が包括的に支え合うことにより、年齢や障害の有無等にかかわらず、住み慣れた地域で安心

して生活できる「とやま型地域共生社会」の構築」を目指し、各種施策に取り組んできたところ

である。 

 

 ○県内の障害者の総数（身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者の総数）は横

ばい（微減）の状況にあり、各障害別にみると４頁以降に記載のとおりとなっている。数につい

て、身体障害者は微減であるものの、知的障害者や精神障害者は増加傾向にあり、また難病や発

達障害など障害が多様化している。 

 

 ○国においては、視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律や障害者情報アクセシビリ

ティ・コミュニケーション施策推進法などが施行されたほか、医療的ケア児等の支援が拡充する

など様々な障害者施策の見直しがなされている。 

 

 ○こうしたことから、現行計画における成果と課題、障害者の状況、国の障害者施策に加え、平成

３０年３月に策定された新総合計画「元気とやま創造計画」、「富山県民福祉基本計画（第３次改

定版）」なども踏まえ、本県における障害者施策の一層の推進を図るため、令和６年度からの新

しい計画を策定する。 

 

＜参考＞障害者施策の動向（前計画策定時以降の主な法律の制定や改正等の状況） 

平成３０年６月 

（２０１８年） 

「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」（障害者文化芸術活動推進法）の

公布、施行 

・障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進 

・地方公共団体に「障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画」

策定の努力義務 

令和元年６月 

（２０１９年） 

「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（読書バリアフリー法）の 

公布、施行 

・視覚障害者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進 

・地方公共団体に「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する基本的な計

画」策定の努力義務 

令和３年３月 

（２０２１年） 

富山県第６期障害福祉計画（第２期障害児福祉計画）の策定 

 

令和３年６月 

（２０２１年） 

 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」の公布 

（令和６年４月施行） 

 ・民間事業者による合理的配慮の提供が努力義務から義務に改正 

（本県の条例は制定当初から義務） 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」の公布（同年９月施行） 

 ・国、地方公共団体、保育所設置者、学校の設置者等の責務の明確化 

 ・医療的ケア児支援センター等の設置 

令和４年５月 

（２０２２年） 

「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」

の公布、施行 

No.1 
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 ・生活を営んでいる地域にかかわらず等しく情報取得可能とすること 

・障害者でない者と同一内容の情報を同一時点において取得可能とすること等 

令和５年３月 

（２０２３年） 

「障害者基本計画（第５次）」の策定 

富山県民福祉基本計画（第３次改定版）の策定 

 

２ 計画の性格・位置付け 
（１） 障害者基本法 11条に基づく富山県の障害者計画として、本県の障害者施策の基本的方向

や達成すべきサービスの目標等を示した総合的な計画です。 

 

（２） 市町村が障害者施策を推進するうえで、その基本的方向を示した計画です。 

 

（３） 障害のある人を含む県民、事業者、福祉団体等の協働指針となる計画です。 

 

（４） 「富山県総合計画（元気とやま創造計画）」（平成３０年３月策定）、富山県民福祉条例に

基づいて制定された「富山県民福祉基本計画（第３次改定版）」（令和５年４月改定）の

個別計画となるものです。 

 

（５） 障害者文化芸術活動推進法第８条に基づく「障害者による文化芸術活動の推進に関する

計画」及び読書バリアフリー法第８条に基づく「視覚障害者等の読書環境の整備の推進

に関する計画」としての性格を併せ持ちます。 

 

（６） 2015年に国際連合で採択された「持続可能な開発目標（SDGｓ）は、2030年を目標年と

し、「誰一人取り残さない」を理念とする「世界共通の目標」であり、本計画はこの理念

を踏まえ取組を推進します。 

 

〈計画の位置付け〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

３ 計画の期間 

この計画の期間は、障害者施策の基本的な計画である障害者計画と障害福祉サービスに関する

実施計画である障害（障害児）福祉計画（３年間）との計画期間の整合性を図り、目標設定時期

等でより分かりやすく、実効性のある計画とするため、令和６年度から令和 11年度までの６年間

とし、数値目標については、令和 11年度の目標値を設定します。 

なお、制度改正等社会状況の変化がある場合は、必要に応じて計画の内容の見直しを行います。 

 

「富山県障害者計画（第５次）」 

「元気とやま創造計画」（富山県総合計画）（平成 30年３月策定） 

「富山県民福祉基本計画（第３次改定版）」 

個別計画（障害者福祉施策の基本的な計画） 

「富山県障害福祉計画 
（障害児福祉計画）」 

 

 

介護保険事業支援計画、子ども・子育て支援事業計画等との調和 

個別計画（R５年４月策定） 

実施計画（障害福祉サービスに関する実施計画） 

（第７期障害福祉計画(第３期障害児福祉計画)：R6～R8年度） 
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（年度）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

障害者基本法に基づく
障害者基本計画

障害者総合支援法に基づく
障害福祉サービス等の計画

児童福祉法に基づく
障害児通所支援等の計画

第１期
障害児福祉
計画

富山県障害者計画（第５
次）

（2024年度～2029年度）

富山県第６
期

障害福祉計
画

第２期
障害児福祉
計画

富山県第７
期

障害福祉計
画

第３期
障害児福祉
計画

富山県障害者計画（新とやま障害者自立共
生プラン）

（H16年度～H25年度）

富山県障害者計画
（第３次）

（H26年度～H30年
度）

富山県障害者計画
（第４次）

（2019年度～2023年
度）

富山県第１
期

障害福祉計
画

富山県第２
期

障害福祉計
画

富山県第３
期

障害福祉計
画

富山県第４
期

障害福祉計
画

富山県第５
期

障害福祉計
画
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第２章 計画策定の背景 

１ 障害者の現状 

（１）身体障害者 

  身体障害者手帳を所持している人は、令和５年３月 31日現在、43,851人となっており、平成 16年

度から増加の一途をたどり平成 25 年度にピークを迎えましたが、平成 26 年度から減少に転じて

います。 

  障害の程度別では、重度、中度、軽度の人の占める割合がそれぞれ平成 16年度の 41.1％、42.8％、

16.1％に対し、令和４年度には 40.6％、47.9％、11.5％となっており、障害の重度化の傾向がみら

れます。 

  また、年齢階層別では、65 歳以上の人の占める割合が平成 16 年度の 68.2％に対し、令和４年度に

は 78.4％となっており、平成 16年度からの 18年間で 2,359人増加と高齢化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害別・等級別の状況 （単位：人）

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計

視覚障害 815 767 152 171 333 180 2,418
聴覚障害 219 835 503 910 10 1,748 4,225
平衡機能障害 2 4 29 0 19 0 54

音声・言語・そしゃく機能障害 11 15 199 226 0 0 451
肢体不自由 3,697 4,196 4,071 5,794 1,748 1,020 20,526
内部障害 6,958 297 5,086 3,836 0 0 16,177

計 11,702 6,114 10,040 10,937 2,110 2,948 43,851

（令和5年3月31日現在）

身体障害者手帳所持者数の推移

H16年度 18年度 20年度 22年度 24年度 26年度 28年度 30年度 R2年度 4年度

重度（１・２級） 19,318 20,041 20,419 20,704 20,691 20,458 19,532 18,874 18,539 17,816

中度（３・４級） 20,102 21,060 22,326 23,210 23,861 24,234 23,431 22,817 22,038 20,977

軽度（５・６級） 7,581 7,289 6,976 6,611 6,303 6,093 5,736 5,517 5,308 5,058

18歳未満 800 764 752 745 716 695 647 606 605 584

18歳～65歳 14,170 13,812 13,451 13,365 12,377 11,175 10,368 9,641 9,238 8,877

65歳以上 32,031 33,814 35,518 36,415 37,762 38,915 37,684 36,961 36,042 34,390

47,001 48,390 49,721 50,525 50,855 50,785 48,699 47,208 45,885 43,851

年
齢
別

計
（各年度３月31日現在）

（単位：人）

区分

程
度
別
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（２）知的障害者 

  療育手帳を所持している人は、令和５年３月 31日現在、8,728人となっており、平成 16年度か

らの 18年間で 2,913人（50.0％）増加しています。 

  障害の程度別では、重度、中軽度の人の占める割合がそれぞれ平成 16年度の 41.7％、58.3％に

対し、令和４年度は 36.1％、63.9％となっており、近年では中軽度の増え方が大きくなっていま

す。 

  また、年齢階層別では、65歳以上の人の占める割合は 9.9％となっており、平成 16年度の 8.2％

から増加しているものの、身体障害者と比較すると、その割合は大きくありません。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

療育手帳所持者数の推移 （単位：人）

H16年度 18年度 20年度 22年度 24年度 26年度 28年度 30年度 R2年度 4年度

Ａ（重度） 2,423 2,550 2,625 2,680 2,749 2,847 2,892 3,022 3,082 3,148

Ｂ（中軽度） 3,392 3,704 4,033 4,207 4,503 4,774 4,873 5,081 5,318 5,580

18歳未満 1,095 1,258 1,359 1,405 1,478 1,569 1,577 1,573 1,548 1,651
18歳～65歳 4,244 4,476 4,720 4,912 5,111 5,292 5,424 5,717 6,022 6,216

65歳以上 476 520 579 570 663 760 764 813 830 861

5,815 6,254 6,658 6,887 7,252 7,621 7,765 8,103 8,400 8,728

（各年度3月31日現在）

計

程度別

年齢別

区分
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（３）精神障害者 

  精神障害者については、医療機関の利用状況からみると、令和４年６月 30 日現在、入院患者数

が 2,743人、医療費を公費で負担している通院患者数が 13,710人となっています。 

  入院患者数は、平成 22 年度の 3,210 人から令和４年度の 2,743 人と減少しているのに対し、公

費負担通院患者数は平成 22 年度の 8,844 人から令和４年度の 13,710 人と大きく増加しています。 

  また、精神障害者保健福祉手帳を所持している人は、令和５年３月 31 日現在、8,710 人となっ

ており、平成 21年度の 3,431人から約 2.5倍増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神科病院入院患者数・公費負担通院患者数の推移 （単位：人）

区分 H22年度 24年度 26年度 28年度 30年度 R2年度 4年度

精神科病院
入院患者数

3,210 3,123 2,931 2,901 2,875 2,813 2,743

公費負担
通院患者数

8,844 9,639 10,091 10,708 11,338 12,375 13,710

（各年度6月30日現在）

No.1 
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（４）発達障害 

  発達障害児（者）数については、知的障害や精神障害の手帳を所持している人もいますが、発達

障害であることに着目して手帳の対象となっているわけではないため、その正確な人数は把握で

きていません。 

  文部科学省が令和４年に報告した調査結果（「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要と

する児童生徒に関する調査結果」）によると、全国の小中学校の通常学級に在籍する児童生徒のう

ち、「学習面又は行動面で著しい困難を示す」とされた児童生徒の割合は、8.8％とされています。 

  また、本県では、発達障害者支援センターを設置し、平成 28 年度からは特に、発達障害がある

方が身近な地域で必要な支援が受けられる体制（ネットワーク）整備を強化しています。発達障害

者支援センターの令和４年度の実支援人数は 307人、延相談件数は 1,212件となっています。 

 

 

※H25 年度より厚生労働省への実施状況報告の内容等が変更されたことから、「①相談支援・発達支援」「②相談支

援・就労支援」（就労支援に重点を置いた支援が行われたケース）の２区分により集計している。 

※H25年度以降、同センターは「直接支援」（本人や家族への直接支援）ではなく「間接支援」（地域の支援機関等へ

の支援）をより重視する方針に転換しており、結果として、実支援人数、延相談件数のいずれも減少に転じてい

る。 

 

  

富山県発達障害者支援センターにおける相談件数の推移

実支援
人数

延相談
件数

実支援
人数

延相談
件数

実支援
人数

延相談
件数

実支援
人数

延相談
件数

実支援
人数

延相談
件数

実支援
人数

延相談
件数

実支援
人数

延相談
件数

就労支援 45 425 48 1,016

発達支援 165 255 200 224
計 1,259 6,180 1,494 7,100 1,023 6,050 633 3,027 819 1,641 406 1,664 307 1,212

（各年度3月31日現在）

230 7001,462 313 931578 2,799 770
5,860

951 5,744
相談支援 1,049 5,500 1,246

93 733 77 51249 179

R4年度

72 306 55 228

28年度 30年度 R2年度
事業内容

H22年度 24年度 26年度
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（５）高次脳機能障害 

  高次脳機能障害は、交通事故や病気等で脳に障害を受けたことが原因で、注意力や記憶が低下し

たり、感情のコントロールが難しくなるなどの症状が現れる障害ですが、症状の内容や程度も多様

であることから、正確な障害者数の把握はできていません。 

  本県では、障害当事者やその家族に対する専門的な支援等を目的として、富山県高次脳機能障害

支援センターを設置しています。令和４年度の実相談件数は 230件であり、延相談件数は 1,698件

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山県高次脳機能障害支援センターにおける相談件数の推移

H22年度 24年度 26年度 28年度 30年度 R2年度 4年度

実相談
件数

73 91 94 86 139 181 230

延相談
件数

659 763 631 1,015 1,324 1,643 1,698

（各年度3月31日現在）
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（６）難病 

  発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾病に

かかることにより長期にわたり療養を必要とすることとなる、いわゆる難病のうち、患者の置かれ

ている状況からみて、良質かつ適切な医療の確保を図る必要性が高いもので、患者数が一定数を超

えず、かつ客観的な診断基準が確立しているものを指定難病として定め、その患者に対し、特定医

療費(指定難病)受給者証を交付して、医療費の公費助成を行っています。交付件数は、令和４年度

末の時点で 8,337件となっています。 

  平成 27 年１月より「難病の患者に対する医療等に関する法律」が施行され、助成対象となる疾

患（指定難病）の数が 56 から 110 に拡大されたのを皮切りに、その後も追加が続き、令和３年

11 月からはさらに５疾患が追加され、338疾患となっています。 

  また、平成 25 年４月より障害者総合支援法のサービスの対象に難病等が加わり、令和５年３月

現在、366疾患が対象となっています。 
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疾病
番号

疾患名
交付
件数

疾病
番号

疾患名
交付
件数

疾病
番号

疾患名
交付
件数

1 球脊髄性筋萎縮症 20 114 非ジストロフィー性ミオトニー症候群 0 227 オスラー病 7
2 筋萎縮性側索硬化症 88 115 遺伝性周期性四肢麻痺 0 228 閉塞性細気管支炎 2
3 脊髄性筋萎縮症 5 116 アトピー性脊髄炎 0 229 肺胞蛋白症（自己免疫性又は先天性） 0
4 原発性側索硬化症 4 117 脊髄空洞症 1 230 肺胞低換気症候群 2
5 進行性核上性麻痺 129 118 脊髄髄膜瘤 0 231 α1－アンチトリプシン欠乏症 0
6 パーキンソン病 1,240 119 アイザックス症候群 0 232 カーニー複合 0
7 大脳皮質基底核変性症 38 120 遺伝性ジストニア 0 233 ウォルフラム症候群 0
8 ハンチントン病 11 121 神経フェリチン症 0 234 ペルオキシソーム病（副腎白質ジストロフィーを除く。） 0
9 神経有棘赤血球症 0 122 脳表ヘモジデリン沈着症 2 235 副甲状腺機能低下症 2
10 シャルコー・マリー・トゥース病 4 123 禿頭と変形性脊椎症を伴う常染色体劣性白質脳症 0 236 偽性副甲状腺機能低下症 0
11 重症筋無力症 228 124 皮質下梗塞と白質脳症を伴う常染色体優性脳動脈症 3 237 副腎皮質刺激ホルモン不応症 0
12 先天性筋無力症候群 0 125 神経軸索スフェロイド形成を伴う遺伝性びまん性白質脳症 0 238 ビタミンＤ抵抗性くる病／骨軟化症 3
13 多発性硬化症／視神経脊髄炎 203 126 ペリー症候群 0 239 ビタミンＤ依存性くる病／骨軟化症 0
14 慢性炎症性脱髄性多発神経炎／多巣性運動ニューロパチー 67 127 前頭側頭葉変性症 7 240 フェニルケトン尿症 3
15 封入体筋炎 13 128 ビッカースタッフ脳幹脳炎 1 241 高チロシン血症1型 0
16 クロウ・深瀬症候群 2 129 痙攣重積型（二相性）急性脳症 0 242 高チロシン血症2型 0
17 多系統萎縮症 108 130 先天性無痛無汗症 1 243 高チロシン血症3型 0
18 脊髄小脳変性症（多系統萎縮症を除く。） 275 131 アレキサンダー病 0 244 メープルシロップ尿症 0
19 ライソゾーム病 4 132 先天性核上性球麻痺 0 245 プロピオン酸血症 0
20 副腎白質ジストロフィー 1 133 メビウス症候群 0 246 メチルマロン酸血症 0
21 ミトコンドリア病 13 134 中隔視神経形成異常症／ドモルシア症候群 0 247 イソ吉草酸血症 0
22 もやもや病 146 135 アイカルディ症候群 1 248 グルコーストランスポーター1欠損症 1
23 プリオン病 1 136 片側巨脳症 0 249 グルタル酸血症1型 0
24 亜急性硬化性全脳炎 0 137 限局性皮質異形成 0 250 グルタル酸血症2型 0
25 進行性多巣性白質脳症 0 138 神経細胞移動異常症 0 251 尿素サイクル異常症 1
26 HTLV-1関連脊髄症 2 139 先天性大脳白質形成不全症 0 252 リジン尿性蛋白不耐症 0
27 特発性基底核石灰化症 3 140 ドラベ症候群 0 253 先天性葉酸吸収不全 0
28 全身性アミロイドーシス 68 141 海馬硬化を伴う内側側頭葉てんかん 0 254 ポルフィリン症 0
29 ウルリッヒ病 0 142 ミオクロニー欠神てんかん 0 255 複合カルボキシラーゼ欠損症 1
30 遠位型ミオパチー 3 143 ミオクロニー脱力発作を伴うてんかん 0 256 筋型糖原病 0
31 ベスレムミオパチー 0 144 レノックス・ガストー症候群 0 257 肝型糖原病 1
32 自己貪食空胞性ミオパチー 1 145 ウエスト症候群 0 258 ガラクトース－１－リン酸ウリジルトランスフェラーゼ欠損症 0
33 シュワルツ・ヤンペル症候群 0 146 大田原症候群 0 259 レシチンコレステロールアシルトランスフェラーゼ欠損症 0
34 神経線維腫症 26 147 早期ミオクロニー脳症 0 260 シトステロール血症 0
35 天疱瘡 23 148 遊走性焦点発作を伴う乳児てんかん 0 261 タンジール病 0
36 表皮水疱症 3 149 片側痙攣・片麻痺・てんかん症候群 0 262 原発性高カイロミクロン血症 6
37 膿疱性乾癬（汎発型） 14 150 環状20番染色体症候群 0 263 脳腱黄色腫症 1
38 スティーヴンス・ジョンソン症候群 2 151 ラスムッセン脳炎 1 264 無βリポタンパク血症 0
39 中毒性表皮壊死症 0 152 ＰＣＤＨ19関連症候群 0 265 脂肪萎縮症 0
40 高安動脈炎 33 153 難治頻回部分発作重積型急性脳炎 2 266 家族性地中海熱 3
41 巨細胞性動脈炎 17 154 徐波睡眠期持続性棘徐波を示すてんかん性脳症 0 267 高IgＤ症候群 0
42 結節性多発動脈炎 13 155 ランドウ・クレフナー症候群 0 268 中條・西村症候群 0
43 顕微鏡的多発血管炎 61 156 レット症候群 0 269 化膿性無菌性関節炎・壊疽性膿皮症・アクネ症候群 0
44 多発血管炎性肉芽腫症 21 157 スタージ・ウェーバー症候群 0 270 慢性再発性多発性骨髄炎 7
45 好酸球性多発血管炎性肉芽腫症 49 158 結節性硬化症 10 271 強直性脊椎炎 47
46 悪性関節リウマチ 33 159 色素性乾皮症 1 272 進行性骨化性線維異形成症 0
47 バージャー病 15 160 先天性魚鱗癬 2 273 肋骨異常を伴う先天性側弯症 1
48 原発性抗リン脂質抗体症候群 10 161 家族性良性慢性天疱瘡 0 274 骨形成不全症 0
49 全身性エリテマトーデス 499 162 類天疱瘡（後天性表皮水疱症を含む。） 27 275 タナトフォリック骨異形成症 0
50 皮膚筋炎／多発性筋炎 219 163 特発性後天性全身性無汗症 3 276 軟骨無形成症 0
51 全身性強皮症 185 164 眼皮膚白皮症 0 277 リンパ管腫症／ゴーハム病 0
52 混合性結合組織病 75 165 肥厚性皮膚骨膜症 0 278 巨大リンパ管奇形（頚部顔面病変） 0
53 シェーグレン症候群 100 166 弾性線維性仮性黄色腫 1 279 巨大静脈奇形（頚部口腔咽頭びまん性病変） 0
54 成人スチル病 37 167 マルファン症候群 4 280 巨大動静脈奇形（頚部顔面又は四肢病変） 2
55 再発性多発軟骨炎 10 168 エーラス・ダンロス症候群 0 281 クリッペル・トレノネー・ウェーバー症候群 1
56 ベーチェット病 92 169 メンケス病 0 282 先天性赤血球形成異常性貧血 0
57 特発性拡張型心筋症 173 170 オクシピタル・ホーン症候群 0 283 後天性赤芽球癆 9
58 肥大型心筋症 39 171 ウィルソン病 8 284 ダイアモンド・ブラックファン貧血 0
59 拘束型心筋症 0 172 低ホスファターゼ症 0 285 ファンコニ貧血 2
60 再生不良性貧血 80 173 ＶＡＴＥＲ症候群 0 286 遺伝性鉄芽球性貧血 0
61 自己免疫性溶血性貧血 12 174 那須・ハコラ病 0 287 エプスタイン症候群 0
62 発作性夜間ヘモグロビン尿症 10 175 ウィーバー症候群 0 288 自己免疫性後天性凝固因子欠乏症 2
63 特発性血小板減少性紫斑病 100 176 コフィン・ローリー症候群 0 289 クロンカイト・カナダ症候群 2
64 血栓性血小板減少性紫斑病 5 177 ジュベール症候群関連疾患 0 290 非特異性多発性小腸潰瘍症 2
65 原発性免疫不全症候群 17 178 モワット・ウィルソン症候群 0 291 ヒルシュスプルング病（全結腸型又は小腸型） 0
66 IgＡ腎症 79 179 ウィリアムズ症候群 0 292 総排泄腔外反症 0
67 多発性嚢胞腎 98 180 ＡＴＲ－Ｘ症候群 0 293 総排泄腔遺残 0
68 黄色靱帯骨化症 85 181 クルーゾン症候群 0 294 先天性横隔膜ヘルニア 0
69 後縦靱帯骨化症 238 182 アペール症候群 0 295 乳幼児肝巨大血管腫 0
70 広範脊柱管狭窄症 7 183 ファイファー症候群 0 296 胆道閉鎖症 1
71 特発性大腿骨頭壊死症 105 184 アントレー・ビクスラー症候群 0 297 アラジール症候群 0
72 下垂体性ADH分泌異常症 19 185 コフィン・シリス症候群 0 298 遺伝性膵炎 0
73 下垂体性TSH分泌亢進症 2 186 ロスムンド・トムソン症候群 0 299 嚢胞性線維症 0
74 下垂体性PRL分泌亢進症 20 187 歌舞伎症候群 0 300 IgＧ４関連疾患 29
75 クッシング病 8 188 多脾症候群 0 301 黄斑ジストロフィー 0
76 下垂体性ゴナドトロピン分泌亢進症 0 189 無脾症候群 1 302 レーベル遺伝性視神経症 1
77 下垂体性成長ホルモン分泌亢進症 46 190 鰓耳腎症候群 0 303 アッシャー症候群 0
78 下垂体前葉機能低下症 151 191 ウェルナー症候群 2 304 若年発症型両側性感音難聴 0
79 家族性高コレステロール血症（ホモ接合体） 3 192 コケイン症候群 0 305 遅発性内リンパ水腫 0
80 甲状腺ホルモン不応症 0 193 プラダー・ウィリ症候群 4 306 好酸球性副鼻腔炎 166
81 先天性副腎皮質酵素欠損症 6 194 ソトス症候群 0 307 カナバン病 0
82 先天性副腎低形成症 3 195 ヌーナン症候群 0 308 進行性白質脳症 0
83 アジソン病 1 196 ヤング・シンプソン症候群 0 309 進行性ミオクローヌスてんかん 0
84 サルコイドーシス 139 197 １ｐ36欠失症候群 0 310 先天異常症候群 0
85 特発性間質性肺炎 81 198 ４ｐ欠失症候群 0 311 先天性三尖弁狭窄症 0
86 肺動脈性肺高血圧症 40 199 ５ｐ欠失症候群 0 312 先天性僧帽弁狭窄症 0
87 肺静脈閉塞症／肺毛細血管腫症 0 200 第14番染色体父親性ダイソミー症候群 0 313 先天性肺静脈狭窄症 0
88 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 58 201 アンジェルマン症候群 0 314 左肺動脈右肺動脈起始症 0
89 リンパ脈管筋腫症 11 202 スミス・マギニス症候群 0 315 ネイルパテラ症候群（爪膝蓋骨症候群）/ＬＭＸ１Ｂ関連腎症 0
90 網膜色素変性症 159 203 22ｑ11.2欠失症候群 0 316 カルニチン回路異常症 0
91 バッド・キアリ症候群 1 204 エマヌエル症候群 0 317 三頭酵素欠損症 0
92 特発性門脈圧亢進症 5 205 脆弱Ｘ症候群関連疾患 0 318 シトリン欠損症 0
93 原発性胆汁性胆管炎 161 206 脆弱Ｘ症候群 0 319 セピアプテリン還元酵素（SR）欠損症 0
94 原発性硬化性胆管炎 10 207 総動脈幹遺残症 0 320 先天性グリコシルホスファチジルイノシトール（GPI）欠損症 0
95 自己免疫性肝炎 27 208 修正大血管転位症 0 321 非ケトーシス型高グリシン血症 0
96 クローン病 466 209 完全大血管転位症 0 322 β－ケトチオラーゼ欠損症 0
97 潰瘍性大腸炎 1,038 210 単心室症 2 323 芳香族L-アミノ酸脱炭酸酵素欠損症 0
98 好酸球性消化管疾患 16 211 左心低形成症候群 0 324 メチルグルタコン酸尿症 0
99 慢性特発性偽性腸閉塞症 3 212 三尖弁閉鎖症 2 325 遺伝性自己炎症疾患 0
100 巨大膀胱短小結腸腸管蠕動不全症 0 213 心室中隔欠損を伴わない肺動脈閉鎖症 0 326 大理石骨病 0
101 腸管神経節細胞僅少症 0 214 心室中隔欠損を伴う肺動脈閉鎖症 0 327 特発性血栓症（遺伝性血栓性素因によるものに限る。） 2
102 ルビンシュタイン・テイビ症候群 0 215 ファロー四徴症 2 328 前眼部形成異常 1
103 CFC症候群 0 216 両大血管右室起始症 0 329 無虹彩症 2
104 コステロ症候群 0 217 エプスタイン病 2 330 先天性気管狭窄症/先天性声門下狭窄症 0
105 チャージ症候群 0 218 アルポート症候群 3 331 特発性多中心性キャッスルマン病 7
106 クリオピリン関連周期熱症候群 0 219 ギャロウェイ・モワト症候群 0 332 膠様滴状角膜ジストロフィー 0
107 若年性特発性関節炎 13 220 急速進行性糸球体腎炎 27 333 ハッチンソン・ギルフォード症候群 0
108 TNF受容体関連周期性症候群 0 221 抗糸球体基底膜腎炎 3 334 脳クレアチン欠乏症候群 0
109 非典型溶血性尿毒症症候群 1 222 一次性ネフローゼ症候群 74 335 ネフロン癆 0
110 ブラウ症候群 1 223 一次性膜性増殖性糸球体腎炎 2 336 家族性低βリポタンパク血症1（ホモ接合体） 0
111 先天性ミオパチー 4 224 紫斑病性腎炎 7 337 ホモシスチン尿症 0
112 マリネスコ・シェーグレン症候群 0 225 先天性腎性尿崩症 0 338 進行性家族性肝内胆汁うっ滞症 0
113 筋ジストロフィー 43 226 間質性膀胱炎（ハンナ型） 16 合計 8,239

令和４年度指定難病病名及び受給者証交付者数一覧

(令和５年3月31日現在)
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２ 障害のある人を取り巻く現状と課題 

  社会情勢の変化や障害者施策に関する制度改正などにより、障害のある人を取り巻く環境も大

きく変化しています。こうした中、障害者施策を進める上で主な課題として、次の６項目が挙げら

れます。 

 

⑴ 障害及び障害のある人に対する理解の一層の促進 

   障害及び障害のある人に対する県民の理解は、徐々に広がっていますが、日常生活又は社会生

活において依然として障害のある人に対する差別があると感じている人が多い状況にあります。

また、「障害者基本法」や「障害者差別解消法」、「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にい

きいきと輝く富山県づくり条例」に基づき、全ての県民が、障害の有無によって分け隔てられる

ことなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現や差別の解消等に適切に

取り組んでいく必要があります。 

   こうしたことを踏まえ、県民に障害及び障害のある人に対する正しい理解が広く浸透するよ

う、取組を引き続き強化していく必要があります。 

 

⑵ 多様な障害に対する適切な対応 

   発達障害、高次脳機能障害、難病などは、その特性等が多様であり、県民の理解も進んでいま

せん。また、障害を「社会モデル」の点から捉えることから、障害に関する正しい知識を普及す

るとともに、障害の特性を踏まえた専門的な相談・支援体制の充実を図っていく必要があります。 

 

⑶ 障害のある人の高齢化や障害の重度化・重複化への適切な対応 

   障害のある人が増加する一方で、人口の高齢化に合わせ障害のある人の高齢化も進んでいま

す。また、障害の重度化及び重複化、医療的ケアの必要性も増加しています。さらに、障害のあ

る人を介護している家族の高齢化や「親亡き後」の問題も指摘されています。こうした多様化す

る障害のある人のニーズに適切に対応していく必要があります。 

 

⑷ 障害のある人の地域生活を支援するサービス等の一層の充実 

   住み慣れた地域で自立して生活し、又は地域生活に移行して、社会経済活動や文化、スポーツ

活動などに主体的に参加したいという障害のある人の意識は、高まってきています。障害のある

人が地域で安心して生活できるよう、身近な地域での相談支援体制、コミュニケーション支援、

住まいの場、ホームヘルプサービス、日中活動サービス等のサービス提供基盤の充実や安全なま

ちづくりの整備が求められています。 

   また、障害のある人の地域生活を支援するボランティアの養成やボランティア活動の支援体

制の強化を図っていく必要があります。 

   さらには、障害のある子ども及びその家族のライフステージに沿って、保健、医療、福祉、保

育、教育、就労支援などの関係者が連携し、きめ細かな支援を行うことが求められています。 

 

⑸ 障害のある人の雇用・就労支援や工賃向上支援の充実強化 

   障害のある人の就労を通じた社会参加を実現し、障害のある人が地域社会で、自立していきい

きと暮らせるよう、障害者雇用対策に取り組んでいく必要があります。 

   また、障害のある人の就労支援の充実と活性化を図るため、雇用、福祉、教育及び医療の一層

の連携強化を図ることが求められています。 
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   さらには、障害者就労支援事業所における工賃向上に向けた実効性のある支援を行っていく

必要があります。 

 

⑹ 障害のある人の防災、感染症、防犯対策の推進 

   障害のある人など避難行動要支援者は、大規模災害が発生すると被害を受けやすいことや、避

難所及び福祉避難所における支援が必要なことから、大規模災害に備えて障害のある人の防災

体制を整備しておくことが重要です。 

   また、新型コロナ感染症を含む感染症への対応について、コロナ禍での経験を踏まえ、感染症

拡大時においても障害福祉サービスの継続が図られるよう、平時から感染対策マニュアル等の

整備を行うことが必要です。 

   さらに、障害のある人は、防犯に関する通常のニーズを満たすのに特別の困難を有しており、

また、犯罪や事故に遭う危険性が高く、不安感も強いことから、障害のある人の気持ちに配慮し

た施策の推進が必要です。 
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第３章 基本的な考え方 

１ 基本理念 

 

地域の資源を活かしながら、住民相互が包括的に支え合うことにより、年齢や

障害の有無等にかかわらず、誰もが安心・幸せを感じる”ウェルビーイング”を

目指す「とやま型地域共生社会」の実現を目指します。 

 

２ 障害者の概念 

障害者基本法の規定に基づき、「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心

身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるもの。」とします。 

 

３ 基本的視点 

  諸施策を展開するに当たり、次の５つを各分野共通の視点とします。 

 

⑴ 障害者本人の自己決定を尊重します 

・すべての人が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し支え

合い、その能力を発揮しながら、地域の中で共に安心して暮らすことのできる生きる「共生社

会」を実現するため、障害のある人等の自己決定を尊重します。 

⑵ 障害者等の自立を支援し、社会参加を促進します 

・障害のある人等に対しコミュニケーション手段の選択の機会の拡大等に配慮するとともに、そ

の意思決定の支援に配慮します。 

・地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのでなく、地域、暮らし、生きが

いをともに創り、高め合うことができるよう支援します。 

⑶ 障害者本位の総合的で切れ目のない横断的な支援を展開します 

・障害のある人等が各ライフステージを通じて適切な支援が受けられるよう、多様なサービスの

提供体制の充実を図ります。 

・福祉、保健、医療、教育、雇用等の各分野の有機的な連携の下、総合的かつ横断的な切れ目の

ない支援を行います。 

・障害保健福祉圏域間のサービスの均てん化やサービス水準の平準化を推進します。 

・障害のある人のヤングケアラーを含む家族や介助者など関係者への支援も重要であることに

留意します。 

⑷ 障害の特性に応じたきめ細かな支援を実施します 

・個々の障害のある人等のニーズを的確に把握し、障害の特性に応じた適切な施策を推進しま

す。 

・障害の特性やライフステージに応じたきめ細やかな支援を行う必要があることに留意しま

す。 

⑸ ハード・ソフト両面にわたる社会のバリアフリー化を推進します 

・物理的な障壁、社会的、制度的、心理的な障壁を除去し、誰もが安全に安心して生活できる環

境を整備するため、ハード・ソフトの両面から「ユニバーサルデザイン」や「バリアフリー」

を推進します。  

No.2 

No.3・4 
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４ 施策の体系 

４つの項目を基本として、施策を展開します。 

 （３）社会参加促進事業等の推進

（４）感染症対策の推進

Ⅱ　質の高い保健・医療体制
　の充実

１　保健・医療施策の充実
（１）障害の原因となる疾病の予防・早期発見

（２）保健・医療体制の充実

（３）リハビリテーション提供体制の充実

（４）精神保健・医療施策の推進

（５）保健・医療を支える人材の育成・確保

（３）地域療育体制の整備

２　雇用・就労の促進
（１）障害者雇用の促進、就労支援

（２）一般就労が困難な障害者に対する支援
の充実

３　社会参加活動の推進
（１）スポーツ活動の振興

（２）文化芸術活動等の振興

Ⅳ　個性を尊重し社会参加を
　促進する支援の充実

１　障害のある子どもの教育･育成の充
実

（１）インクルーシブ教育システムの構築の
ための特別支援教育の推進

（２）一貫した教育相談体制の充実と生涯学
習の推進

４　質の高い障害福祉サービスの提供
（１）障害福祉サービスの質の向上

（２）障害福祉人材の育成・確保・定着

（３）専門的な相談支援体制の充実

２　地域生活を支援する障害福祉サービ
スの充実

（１）在宅サービス等の充実

（２）障害特性等への対応

３　障害者施設の整備の方向と施設機能
　の充実・活用

（１）施設整備の基本的な考え方

（２）施設機能の充実と地域生活支援への活用

５　安心して暮らせるまちづくりの推進
（１）交通安全対策の充実

（２）防災対策の推進

（３）防犯対策の推進

（５）消費者トラブルの防止

Ⅲ　個々のニーズに応じた
　障害福祉サービスの充実

１　相談支援体制の整備
（１）自己決定の尊重及び意思決定の支援

（２）地域における相談支援体制の充実

（３）意思疎通支援の充実

４　住みよい生活環境の整備
（１）暮らしやすい住まいの整備

（２）人にやさしいまちづくりの整備

（３）利用しやすい交通、移動手段の整備

（４）ユニバーサルデザインの普及

（４）ボランティア活動の推進

２　差別の解消、権利擁護の推進
　及び虐待の防止

（１）障害を理由とする差別の解消

（２）権利擁護の推進及び虐待の防止

３　コミュニケーション支援体制の確立

（１）情報のバリアフリー・ユニバーサルデ
ザインの推進

（２）情報アクセシビリティの向上

【基本項目】

Ⅰ　とやま型地域共生社会を
実現する社会基盤・生活環境
の整備

１　障害及び障害のある人に対する
　理解の促進

（１）啓発・広報活動の推進

（２）福祉教育の推進

（３）地域における交流の促進と県民の参加
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第２編 計画の内容 

 

Ⅰ とやま型地域共生社会を実現する社会基盤・生活環境の整備 

   県民が相互に人格と個性を尊重し、年齢や障害の有無等にかかわらず、住み慣

れた地域で安心して生活できる「とやま型地域共生社会」を実現するため、障害

や障害のある人に対する理解や心のバリアフリーの促進、障害のある人が地域

で安全に安心して暮らしていくことができる社会基盤や生活環境の整備に取り

組みます。 

 

 

１ 障害及び障害のある人に対する理解の促進 

 

  基本理念に掲げる「とやま型地域共生社会」の実現を図るには、「命の重さは障害の有無によっ

て少しも変わることはない」という当たり前の価値観を社会全体で共有し、障害や障害のある人

について社会全体の関心と理解を深めていくことが必要です。また、社会全体のバリアフリーに

加え、障害のある人に対する思いやりや助け合いの気持ちを持つ心豊かな社会や人づくりを進め

ていくことも大切です。 

  このため、社会や県民に障害や障害のある人に対する正しい理解が広く浸透するよう、啓発・広

報活動や学校、企業、地域などにおいて福祉教育を積極的に推進するとともに、障害のある人もな

い人も地域活動へ積極的に参加し、日常的なふれあいや交流、ボランティア活動など様々な活動

が行われるよう、各種の施策を推進します。 

 

⑴ 啓発・広報活動の推進 

・「障害者の権利に関する条約」、「障害者基本法」、「障害者虐待防止法」、「障害者差別解消法」及

び「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」等の普及啓

発を図り、障害のある人の人権が尊重される社会づくりを推進します。【障害福祉課（管理）】 

・県民に、障害や障害のある人に対する正しい理解が広く浸透するよう、引き続き様々な取組を

積極的に推進します。また、障害の特性や必要な配慮等に関する理解を促進します。【障害福祉

課（管理・地域生活）】 

・県の広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、県政番組（テレビ・ラジオ）、新聞、パンフレット等各種

媒体を通じて、障害福祉に関する県民理解のための広報活動を推進します。【障害福祉課（管理・

地域生活）】 

・「障害者週間」を中心として、街頭キャンペーンや体験作文・ポスター・友情の図画募集等、各

種行事の展開により、積極的に県民の理解を促進します。【障害福祉課（管理）】 

・障害者用駐車スペース、視覚障害者用誘導ブロック、身体障害者補助犬等に対する県民の理解

と普及促進を図ります。【障害福祉課（地域生活）】 

・外見からは援助や配慮を必要としていることが分かりづらい人等が着用することにより、援助

や配慮を必要としていることを知らせる「ヘルプマーク」や必要な支援内容、緊急連絡先を記

載した「ヘルプカード」の理解と普及啓発に努めます。【障害福祉課（管理）】 

・県民福祉条例や「富山県民福祉基本計画（第３次改定版）」の一層の普及啓発を図るとともに、
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福祉のまちづくりに関する施策を推進します。【厚生企画課】 

・障害のある人が自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性について県民の理解を

深めるため、誰もが障害のある人等に自然に手助けすることのできる心のバリアフリーを推進

します。【厚生企画課】 

 

⑵ 福祉教育の推進 

① 学校における福祉教育の推進 

・障害のある子どもと、障害のない子どもや地域の人々が、計画的な交流及び共同学習を行うな

ど、互いの違いを認め合い、尊重し合う心を育てるなど、心のバリアフリーの教育を推進しま

す。【県立学校課】 

・学校教育全体を通して福祉教育の充実を図るとともに、地域や学校及び児童生徒の実態を踏ま

え、手話の普及に努めます。【小中学校課、県立学校課】 

・福祉教育に携わる教員の研修機会の充実を図ります。【県立学校課】 

・県立高等学校福祉科等での福祉の心の養成を目指した教育の充実を図ります。【県立学校課】 

・中学２年生が５日間の職場体験活動や福祉・ボランティア活動等に取り組む「社会に学ぶ『１

４歳の挑戦』」事業を県内全中学校において展開します。【小中学校課】 

・体育や保健体育などの教科、特別活動、総合的な学習の時間などにおいて、心の健康に関する

内容の指導の充実を図ります。【保健体育課】 

・「総合的な学習の時間」・「特別活動」の活用や高校生介護等体験特別事業、児童・生徒、地域の

ボランティア活動推進事業等により、児童生徒の福祉の心を醸成するとともに、社会福祉への

理解と関心を深める機会を提供します。【県民生活課】 

 

② 地域等における福祉教育の推進 

・障害や障害のある人への理解を深め、地域共生社会の実現を目指し、障害福祉サービス事業所

等による講演会や交流会に講師を派遣し、理解を促進します。【障害福祉課（管理・自立・地域

生活）】 

・市町村や市町村社会福祉協議会などが地域で開催する障害福祉に関する各種大会、講座や福祉

教育地域指定事業等を通して地域住民の福祉意識の向上を図ります。【障害福祉課（管理）、県

民生活課】 

・年齢や障害の有無にかかわらず利用できる富山型デイサービスに関するフォーラムの開催を支

援し、地域共生の理念を普及啓発します。【厚生企画課】 

・手話の普及活動を行う団体等へ支援するなどにより、県民が手話を学ぶ機会の確保等を図りま

す。【障害福祉課（地域生活）】 

・発達障害や医療的ケア、重症心身障害に対する理解の促進に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・各厚生センター管内に設置する地域精神保健福祉推進協議会の活動を通じて、地域住民の精神

保健福祉に関する知識の普及啓発に努めます。【健康課（精神保健）】 

・心の健康センターにおいて、職域関係者、教員等精神保健福祉に携わる者に対する専門的知識

の習得を促進します。【健康課（精神保健）、心の健康センター】 

・研修会等を通じて、基本的人権を尊重し、偏見や差別をなくすための人権教育の推進に努めま

す。【生涯学習・文化財室】 

 

⑶ 地域における交流の促進と県民の参加 
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① 地域での交流の推進 

・市町村や市町村社会福祉協議会などが地域で開催する障害福祉に関する各種大会、講座や福祉

教育地域指定事業等を通して地域住民の福祉意識の向上を図ります。（再掲）【障害福祉課（管

理）、県民生活課】 

・県、市町村、各種団体、福祉施設等が行う芸術文化活動、スポーツ大会、レクリエーション等

の各種行事を通じて、交流・ふれあいを促進します。【障害福祉課（地域生活）、スポーツ振興

課】 

・商店街の空き店舗等を活用し、高齢者・障害のある人など多様な来街者が利用できる交流スペ

ース設置や、賑わいを創出する取組に対して支援を行い、買物客や観光客等との交流・ふれあ

いを促進します。【地域産業支援課】 

・障害のある子どもと、障害のない子どもや地域の人々が、計画的な交流及び共同学習を行うな

ど、互いの違いを認め合い、尊重し合う心を育てるなど、心のバリアフリーの教育を推進しま

す。（再掲）【県立学校課】 

・家庭と教育と福祉のトライアングルが情報交換を密にし、連携を強化するよう努めます。【県立

学校課】 

 

② 県民の参加と連携 

・障害のある人など地域住民のニーズを反映した市町村の地域福祉計画の改定を支援します。 

【厚生企画課】 

・身近な地域で高齢者、障害（児）者、子ども等を区別なく一緒に福祉サービスを提供する、富

山型デイサービス（共生型サービス）をはじめとした地域共生型福祉拠点を整備促進します。

【厚生企画課】 

・地域住民と地域の保健、医療、福祉関係者（保健師、かかりつけ医、ホームヘルパー、障害者

相談員等）が連携して「ふれあいコミュニティ・ケアネット２１」事業を展開し、障害のある

人等が安心して生活できる環境づくりを進めます。【厚生企画課】 

 

⑷ ボランティア活動の推進 

・地域のニーズに応じたボランティア養成を行うとともに、ボランティア活動啓発事業により、

県民のボランティア活動への理解と参加を促進します。【県民生活課】 

・富山県民ボランティア総合支援センターや県・市町村社会福祉協議会・ボランティアセンター

の機能を充実し、ボランティア・ＮＰＯ団体とのネットワークや協働事業を推進します。【県民

生活課】 

・市町村へボランティア活動コーディネーターを配置し、養成を図るための研修を実施するなど、

ボランティアサポーターの配置を充実するとともに養成を図るなど、身近な地域でボランティ

ア活動が行えるよう支援体制を強化します。【県民生活課】 

・一般住民を対象に精神障害を正しく理解し、地域での具体的な生活支援方針を学ぶメンタルヘ

ルスサポーターの養成を推進します。【健康課（精神保健）】 

 

  

修正１ 
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２ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

 

全ての国民は、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人とし

て尊重されます。 

障害のある人の権利と尊厳を守るため、障害者基本法や障害者虐待防止法、障害者差別解消法、

「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」（平成 28 年４月

１日施行）などにより、障害を理由とする差別の解消の推進や障害のある人に対する虐待の防止

等に取り組みます。 

 

⑴ 障害を理由とする差別の解消 

・「障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止」や「障害者への合理的配慮の不提供の禁止」等

が盛り込まれた障害者差別解消法や「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝

く富山県づくり条例」に基づき、職員対応要領の運用、研修の実施や、相談や紛争の防止・解

決のための体制の整備、県民に対する普及啓発活動など、必要な対応に取り組みます。【障害福

祉課（管理）】 

・「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」に基づき、広域

専門相談員や地域相談員を設置し、障害を理由とする差別に関する相談体制の充実に努めます。

【障害福祉課（管理）】 

・「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」に基づき、障害

を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、県・県民・事業者・市

町村・学識経験者から構成される協議会を設置し、円滑な運営に努めます。【障害福祉課（管理）】 

・障害者雇用促進法で規定された、雇用分野における障害のある人に対する差別禁止及び障害の

ある人が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（相談体制の整備及び合理的配慮

の提供義務）について、企業の理解が促進されるよう民間コーディネーターの派遣による労務

担当者への個別支援、障害者雇用セミナーの実施により、周知を図ります。【労働政策課】 

 

⑵ 権利擁護の推進及び虐待の防止 

・「障害者の権利に関する条約」、「障害者基本法」、「障害者虐待防止法」、「障害者差別解消法」及

び「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」等の普及啓

発を図り、障害のある人の人権が尊重される社会づくりを推進します。（再掲）【障害福祉課（管

理）】 

・障害者虐待防止法に基づき、富山県障害者権利擁護センターにおいて、障害者虐待の通報・相

談の受付や市町村への情報提供・助言等を行います。【障害福祉課（管理）】 

・富山県障害者虐待防止ネットワーク協議会の開催により、関係機関・団体等の相互の情報共有

と連携を強化するとともに、障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応を図るために必要

な人材を育成します。【障害福祉課（管理）】 

・障害のある人の利用者の人権の擁護、虐待の防止のため、市町村をはじめ関係機関・団体等と

の連携を密にし、障害のある人に対する虐待の未然防止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切

な対応、再発の防止等、虐待防止に向けた体制の整備に努めます。【障害福祉課（管理）】 

・【新】養護者からの虐待予防の観点から、家族の負担軽減策の好事例を収集し紹介するなど、養

護者支援を充実します。【障害福祉課（管理）】 

・【新】障害福祉サービス事業所等における虐待防止委員会の設置や従事者への虐待防止のための

No.5-1  

修正２ 
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研修の実施、虐待防止責任者の設置の徹底など、虐待の早期発見や防止に向けた取り組みを推

進します。【障害福祉課（自立）】 

・「障害者１１０番」運営事業により、障害のある人の権利擁護について相談員等による専門的な

相談体制の充実に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・【新】強度行動障害を有する者の支援体制の整備が障害者虐待の防止に重要な関わりがあるとの

観点を踏まえつつ、強度行動障害を有する者の支援に関する研修の実施など、支援体制の整備

を進めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・施設入所者の生活の質（QOL）の向上やプライバシーの確保を図るため、施設の重度化・高齢化

対応、個室化を推進するとともに、地域移行の受け皿となるグループホームやショートステイ

等の整備に必要な支援をしてきます。（再掲）【障害福祉課（自立）】 

・日常生活における障害のある人の人権への配慮が県民の意識と行動に定着するよう、国・市町

村等と連携を図りながら、人権教育・啓発を推進します。【県民生活課】 

・被疑者あるいは被告人となった障害のある人がその権利を円滑に行使することができるよう、

刑事事件における手続の運用において、障害のある人の意思疎通等に関して適切な対応を図り

ます。あわせて、これらの手続に携わる職員に対して、障害や障害のある人に対する理解を深

めるため必要な研修を実施します。【県警本部（刑事企画課）】 

・知的障害により、コミュニケーションに困難を抱える被疑者等に関する取調べの録音・録画の

試行を引き続き行います。【県警本部（刑事企画課）】 

・【新】障害者が成年後見制度を活用して、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、身上保護を

重視した支援、及び被後見人主体の支援方策を充実します。【厚生企画課】 
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No.8  

３ コミュニケーション支援体制の確立 

 

障害のある人が地域で安心した生活を営むためには、必要な情報に容易に接することができ、円

滑に取得できる「アクセシビリティ」が整うとともに、意思決定や意思表示、コミュニケーショ

ン支援の手段が確保されていることが必要です。 

このため、令和４年５月に施行された「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策

推進法」の趣旨に基づき、障害の有無にかかわらず、日常生活や社会生活に必要な情報に容易に

接し、円滑に取得できるよう適切な情報提供に努めるとともに、「富山県手話言語条例」に定める

基本理念の普及や手話通訳者の養成・派遣、点訳奉仕員・朗読奉仕員の養成や要約筆記者、盲ろ

う者向け通訳・介助員の養成・派遣を行うなど、障害のある人や状態に応じたコミュニケーショ

ン支援を行います。 

また、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」の趣旨に基づき、障害の有無に関

わらず、すべての県民が読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができるように、視

覚障害者等が利用しやすいアクセシブルな電子書籍等の普及及びその量的拡充や質の向上を図る

など、視覚障害者等の読書環境の整備を推進します。 

 

⑴ 情報のバリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

・ICT（情報通信技術）講習やパソコン教室の開催などを通じて、障害のある人等の情報リテラシ

ー（操作能力）の向上を推進します。【障害福祉課（地域生活）】 

・障害のある人の情報機器に関する相談・援助を行う障害者ＩＴ推進員を派遣します。【障害福祉

課（地域生活）】 

・必要な情報が障害の有無にかかわらず取得できるよう、障害の特性に応じた適切な情報提供に

努めるとともに、様々な情報が自由に利活用できるようオープンデータ化と情報のユニバーサ

ルデザインの推進に努めます。【障害福祉課（地域生活）、行政デジタル化・生産性向上課】 

 

⑵ 情報アクセシビリティの向上 

① 行政情報の提供 

・視覚障害者が必要な情報を得られるよう、県の点字広報及び声の広報の発行など、点字、音声

等による情報提供を充実します。【広報・ブランディング推進室】 

・文字の読み上げ機能など、障害のある人も利用しやすい県のホームページの提供に努めます。 

【広報・ブランディング推進室】 

・聴覚障害者に対する情報提供の充実のため、テレビ広報の字幕放送、手話放送を実施します。

また、知事定例記者会見時にリアルタイムで手話通訳を実施し、その動画を当日中に県ホーム

ページに掲載するなど、県政情報の迅速な提供に努めます。【広報・ブランディング推進室】 

・【新】知的障害のある人をはじめ情報理解に難しさを抱える人たちが必要な情報を得られるよ

う、わかりやすい情報提供に努めます。【広報・ブランディング推進室】 

・県及び市町村の職員を対象とした職員研修所での手話講座の開催などにより、行政サービス窓

口で聴覚障害者のコミュニケーションが円滑に行われるよう努めます。【障害福祉課（地域生

活）】 

② 選挙に対する配慮 

・政見放送への手話通訳・字幕の付与、点字・音声による候補者情報の提供、読みやすくわかり

やすい選挙公報の作成に向けた候補者への働きかけ等、障害特性に応じた選挙等に関する情報

No.7  
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提供の充実に努めます。【市町村支援課】 

・障害により投票用紙への記入が困難な選挙人のための代理投票の適切な実施や、障害のある人

の利用に配慮した投票設備の設置、選挙人を介護する者やその他の選挙人とともに投票所に入

ることについてやむを得ない事情がある者として投票所に入ることができることなど投票所に

おける合理的な配慮を市町村へ働きかけ、障害のある人の投票環境の向上に努めます。【市町村

支援課】 

・指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な実施の促進や周知の拡大に

より、投票所での投票が困難な障害のある人の投票機会の確保に努めます。【市町村支援課】 

・【新】障害のある個々のこどもに応じた主権者教育の実施に努めます。【市町村支援課】 

 

③ 情報提供サービスの充実 

・県内の公共施設等のバリアフリー情報を県ホームページに掲載することや、障害福祉サービス

事業者の情報を富山県総合福祉会館の福祉情報システムに掲載するなど、障害のある人等に対

する情報提供機能を充実します。【厚生企画課】 

・点字図書、朗読図書及び字幕（手話）入りビデオライブラリーの提供サービスを充実します。

【障害福祉課（地域生活）】 

・視覚障害者及び聴覚障害者のコミュニケーション支援や相談等のため、視覚障害者及び聴覚障

害者の情報提供施設の運営を支援します。【障害福祉課（地域生活）】 

・障害福祉サービス等情報公表制度により利用者がサービスに関する情報を入手できる体制整備

を促進します。【障害福祉課（自立）】 

 

④ 読書バリアフリーの推進 

・【新】県立図書館は、身体的な理由等で図書館への来館が困難な方の読書が可能となるよう、電

子書籍の充実を図るとともに、公立図書館等や点字図書館と連携し、アクセシブルな書籍等の

充実や相互利用に努めます。【生涯学習・文化財室】 

・【新】県立図書館は、拡大読書器等の読書支援機器の整備等、視覚に障害のある方等が円滑に図

書館を利用できるよう努めるとともに、県内各図書館の取組を促進します。【生涯学習・文化財

室】 

・【新】国立国会図書館の視覚障害者用等データ送信サービスやインターネット上の電子図書館

「サピエ図書館」の十分な活用を図るため、点字図書館等と連携し、サービスの周知を図り、

アクセシブルな書籍等の利用を促進します。【生涯学習・文化財室】 

・【新】県立図書館は、公立図書館等や点字図書館と連携し、特定書籍や特定電子書籍等の製作の

ノウハウ、製作された書籍に関する情報共有を図ります。【生涯学習・文化財室】 

・【新】アクセシブルな書籍等の円滑な利用支援のため、公立図書館職員等を対象とした研修会に

おいて、視覚障害者等に対する図書館サービスについて取り上げ、当該職員の資質向上に取り

組みます。【生涯学習・文化財室】 

 

⑶ 意思疎通支援の充実 

① 多様な意思疎通支援の充実 

・障害のある人が点字、音声、代読、代筆、手話、要約筆記、触手話、指点字、その他のコミュ

ニケーション手段を選択する機会を確保できるよう、障害のある人のコミュニケーション支援

の充実を図ります。【障害福祉課（地域生活）】 

修正３ 
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No.9  

No.10  

・視覚障害者のコミュニケーションを支援する点訳奉仕員や朗読奉仕員を養成します。【障害福祉

課（地域生活）】 

・県に手話通訳者を設置し、聴覚障害者のコミュニケーションが円滑に行われるよう努めます。 

【障害福祉課（地域生活）】 

・聴覚障害者の意思伝達を円滑にする手話通訳者や、手話取得の困難な中途失聴者や難聴者の意

思伝達手段である要約筆記を行う要約筆記者を養成します。【障害福祉課（地域生活）】 

・手話通訳者や要約筆記者の派遣事業は基本的に市町村が実施しますが、県は、市町村域を越え

る広域的な派遣、複数市町村の住民が参加する障害者団体等の会議、研修、講演又は講義等並

びに市町村での対応が困難な派遣等を可能とするため、事業を実施します。また、手話通訳者

及び要約筆記者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整や事例共有等を行い、市町村域を越えた

派遣が市町村において適切に実施されるよう努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・県に設置した手話通訳者等がインターネット回線を介して聴覚障害者に遠隔手話通訳を行う、

「富山県遠隔手話通訳サービス」を実施します。【障害福祉課（地域生活）】 

・手話通訳者設置事業や手話奉仕員養成研修事業を実施する市町村が拡大するよう、市町村に働

きかけます。【障害福祉課（地域生活）】 

・ヒアリングループや赤外線補聴システム等のコミュニケーション支援機器の設置に努めるとと

もに、関係機関等に設置や活用を働きかけます。【障害福祉課（地域生活）】 

・盲ろう者に対しコミュニケーション及び移動等の支援を行う盲ろう者向け通訳・介助員の養成

と派遣事業を実施するとともに、事業の利用が広がるよう、市町村や関係団体等の協力を得な

がら事業の周知に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

 

② 手話の普及等の推進 

・富山県手話言語条例に基づき設置した富山県手話施策推進協議会における協議等を通じて、言

語としての手話に対する県民の理解やその普及、手話を使用しやすい環境整備の促進に努めま

す。【障害福祉課（地域生活）】 

・手話の普及等について、市町村、関係機関及び関係団体、聴覚障害者、手話通訳者等と連携し、

協力して取り組みます。【障害福祉課（地域生活）】 

・手話通訳者の健康維持に関して調査・研究を進めるなど、安心して働き続けられる環境整備に

努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・聴覚障害のある者である乳児又は幼児及びその保護者に対して、手話に関する情報の提供、相

談、訓練その他必要な支援を行う体制の整備を図ります。【障害福祉課（地域生活）】 

・ろう者である観光旅行者その他の滞在者が安心して県内に滞在することができるよう、手話の

普及等に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・手話の使用に関して合理的な配慮を行う事業者に対して、情報の提供、助言その他必要な支援

を行います。【障害福祉課（地域生活）】 

・手話を必要とする幼児児童生徒が手話による教育を受けられるよう、手話の学習の機会を提供

するとともに、教職員の手話に関する技術向上に努めます。【県立学校課】 

・幼・小・中・高等学校等の学校において、手話に対する理解を深めるよう努めます。【県立学校

課】 
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４ 住みよい生活環境の整備 

 

障害のある人が地域社会で自立した生活を営み、自由に活動できるには、建築物、道路、公園等、

日常生活に必要とされる施設等のバリアフリー化を進めるとともに、障害のある人の障害に対応

した交通手段、移動手段を整備することが必要です。障害のある人にとって暮らしやすいまちづ

くりを進めることが大切です。 

このため、住宅や道路、県有施設、病院、障害のある人が利用する施設等のバリアフリー化を進

めるとともに、交通、移動手段を利用しやすい環境が整備されるように取り組みます。また、身

体障害者補助犬、ヘルプマークをはじめとする障害のある人に関するマーク、ユニバーサルデザ

インの考え方などを広く事業者、県民に理解、普及させる施策を推進します。 

 

⑴ 暮らしやすい住まいの整備 

・障害のある人の地域での住まいの場であるグループホームの整備にを支援し、設置を促進しま

す。【障害福祉課（自立）】 

・在宅重度障害者住宅改善事業及び高齢者が住みよい住宅改善支援事業により障害のある人等の

住宅のバリアフリー化を推進します。【障害福祉課（管理）、高齢福祉課】 

・バリアフリー対応等の質の向上が進みにくい賃貸住宅において、住宅性能表示制度の普及を図

ることなどによる良質な賃貸住宅の整備やリフォームを誘導します。【建築住宅課】 

・公営住宅における障害者世帯の優先入居を推進するとともに、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅の

有効活用による障害者世帯の居住の安定確保を図ります。【建築住宅課】 

 

⑵ 人にやさしいまちづくりの整備 

① 福祉のまちづくりの計画的推進 

・県民福祉条例に基づく「富山県民福祉基本計画（第３次改定版）」の普及・啓発を図ります。（一

部再掲）【厚生企画課】 

・県民福祉条例施設整備マニュアル、ホームページ等の作成や普及啓発に努めます。【厚生企画課、

建築住宅課】 

・県民各界各層で構成する「富山県民福祉推進会議」により市町村、事業者、県民と連携して住

民参加によるまちづくりを推進します。【厚生企画課】 

・福祉のまちづくり推進事業等により、地域における福祉のまちづくりを推進します。【厚生企画

課】 

・バリアフリー化などを通し、福祉のまちづくりに関する啓発活動を推進します。【厚生企画課】 

 

② 人にやさしい施設、公園等の整備 

・県民福祉条例に基づき、生活関連施設の整備の遵守について設置者に一層の理解と協力を求め、

整備基準に適合した施設の整備促進に努めます。【厚生企画課、建築住宅課】 

・高齢者や障害のある人など誰もが気軽に出かけることができるユニバーサルデザインのまちづ

くりを推進します。【厚生企画課、建築住宅課】 

・富山県まちづくり総合支援事業により、市町村等が実施する福祉のまちづくり事業を支援し、

生活環境の整備促進に努めます。【地方創生・移住交流課】 

・バリアフリー環境整備促進事業により、障害のある人等の市街地での快適かつ安全な移動を確

保するための施設整備や、障害のある人等の利用に配慮した建築物の整備等を促進します。【建
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No.11  築住宅課】 

・県立美術館、博物館等において、タブレット端末や音声ガイド等の活用により、高齢者・障害

のある人等を含む多様な来館者へ配慮した施設の整備に努めます。【文化振興課】 

・商店街組合等による休憩スペース設置等に対して支援を行い、高齢者・障害のある人等を含む

多様な来街者へ配慮した商店街の整備を促進します。【地域産業支援課】 

・障害のある人が公園緑地を利用しやすいように、トイレ・園路を整備するほか、箇所によって

は障害者対応エレベーターの設置も検討するなど、バリアフリー化を推進します。【都市計画課】 

・人の利用に供する新設港湾緑地において、スロープの整備などバリアフリー化の推進に努めま

す。【港湾課】 

 

⑶ 利用しやすい交通、移動手段の整備 

・幅の広い歩道の整備、歩道の段差解消、視覚障害者用誘導ブロックの設置、エスコートゾーン

の設置及び無電柱化について、計画的に推進します。なお、歩道の段差を解消する際には必要

に応じて歩車道境界を識別できるよう視覚障害者用誘導ブロックを設置します。【道路課】 

・とやまのみちフレッシュアップ事業などにより、ひとにやさしい、使いやすく安全な歩行空間

の整備を促進します。【道路課】 

・高齢者や障害のある人など誰もが安全に利用できる低床車両の導入支援や、駅舎や空港など交

通結節点のバリアフリー化への取組への支援を行います。【交通戦略企画課、広域交通・新幹線

政策課、航空政策課、厚生企画課】 

・駅を中心とした地区や、高齢者・障害のある人などが利用する施設が集まった地区において、

スロープやエレベーター、文字表示板、点字案内板を設置することなどにより、一体的なバリ

アフリー化を図ります。【都市計画課、建築住宅課、厚生企画課】 

・福祉タクシーやユニバーサルデザインタクシーの導入など、多様なニーズに対応した地域交通

サービスを推進します。【交通戦略企画課、高齢福祉課】 

・障害者等用駐車区画の適正利用を促進する「パーキングパーミット制度」の実施により市町村

や関係団体と連携しながら、車椅子を使用するなどで移動に配慮が必要な高齢者や障害のある

人などが日常生活を円滑に行うことができるよう支援します。【厚生企画課】 

・リフトを備えた福祉バスの運行事業を通じて障害のある人の社会参加の促進に努めます。【障害

福祉課（管理）】 

・身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の導入を支援するとともに、身体障害者補助犬

を使用する身体障害者が施設等の利用を拒まれることがないよう、補助犬についての県民の理

解の促進に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・同行援護等のサービス提供体制を強化するため、従業者養成研修の充実に努めます。【障害福祉

課（地域生活）】 

・精神障害者保健福祉手帳制度の周知普及、制度利用者数の拡大、公共交通機関等の割引制度に

ついて周知及び適用拡大に向け関係機関へ働きかけます。【健康課（精神保健）】 

・身体障害者の自動車運転免許取得を促進するため、県内全ての指定自動車教習所で身体障害者

用教習車を用いた教習が可能な体制を整備します。【障害福祉課（管理）】 

・障害の程度、特性等に応じた運転免許条件を付すための臨時適性検査・技能試験等を実施しま

す。【県警本部（運転免許センター）】 
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⑷ ユニバーサルデザインの普及 

・ユニバーサルデザインに関する情報、事例の収集と情報発信を促進します。【都市計画課、厚生

企画課】 

・公共事業の実施やまちづくり計画等の策定に当たって、ユニバーサルデザインが広く導入され

るように働きかけます。【都市計画課】 

・施設の整備・改修にあたっては、ユニバーサルデザインを広く導入するよう努めます。 

【管財課、都市計画課、教育企画課、県警本部（会計課）】 

・外見からは援助や配慮を必要としていることが分かりづらい人等が着用することにより、援助

や配慮を必要としていることを知らせる「ヘルプマーク」や必要な支援内容、緊急連絡先を記

載した「ヘルプカード」の理解と普及啓発に努めます。（再掲）【障害福祉課（管理）】 
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No.12  

５ 安心して暮らせるまちづくりの推進 

 

障害のある人が地域社会において、安全に安心して生活することができるよう、交通安全対策の

充実、災害時の防災や緊急時の感染症対策、防犯対策の推進、消費者トラブルの未然防止に取り

組んでいく必要があります。 

特に、コロナ禍の経験を踏まえ、感染症拡大時においても障害福祉サービスを継続的に提供でき

るよう体制を整備することが重要です。 

また、防災対策において、障害のある人及び障害のある子どもなど災害時避難行動要援護者は、

災害の規模、災害発生時間などによって被害を受けやすいことから、災害や避難後の生活に備え

て障害のある人や障害のある子どもの防災支援体制を整備しておくことが重要であり、市町村、

関係機関とも連携しながら実践的な防災訓練の実施など防災対策を推進します。 

さらに、障害のある人に対する犯罪被害を防止し、犯罪者被害者支援を行い、消費者としての障

害のある人を保護するため、関係機関と連携した消費者教育の推進など適切な対応に努めます。 

 

⑴ 交通安全対策の充実 

・障害のある人と高齢者の安全性及び利便性を向上させるための、バリアフリー対応型信号機（視

覚障害者用付加装置（ピヨピヨカッコー）、歩行者等支援装置（PICS）、高齢者等用押ボタン装

置、歩行者感応装置、経過時間表示付き歩行者用灯器、高度化 PICS）の整備を推進します。 

【県警本部（交通規制課）】 

・生活道路における歩行者等の安全を確保するため、区域（ゾーン）を設定して、最高速度を原

則として３０km/ｈとするほか、道路標識・道路標示の高輝度化や信号灯器のＬＥＤ化の対策を

推進します。【県警本部（交通規制課）】 

・交通安全思想の普及を図るため、交通安全協会等関係機関・団体と連携し巡回訪問指導、街頭

における保護誘導・実施指導、地域における住民への啓発を行います。【県警本部（交通企画課）】 

・【新】特定道路上にある踏切道において、踏切の手前や踏切内に視覚障害者誘導用ブロック等を

整備することにより安全な歩行空間の確保を図ります。【道路課】 

 

⑵ 防災対策の推進 

・災害対策基本法に基づく要支援者名簿の作成や要支援者に関する個人情報の取扱い等について

市町村に周知を図るなど、国の「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」に基づ

き市町村における要支援者の避難支援体制の整備を推進します。【厚生企画課】 

・「富山県地域防災計画」による各種施策を推進し、障害のある人に対する防災対策に関する知識

の普及や社会福祉施設等における防災対策の促進、実効性のある防災訓練の実施への働きかけ

に努めます。【防災・危機管理課、障害福祉課（管理）】 

・災害時に障害のある人に対する避難誘導やボランティア活動がスムーズに行われるような体制

づくりに努めるとともに、県の総合防災訓練などにおいて、障害のある人や支援者の参加によ

り実践的な訓練を実施するなど普及啓発の推進に努めます。【厚生企画課、障害福祉課（管理）】 

・災害発生時に福祉避難所が速やかに開設され、適切に運営されるためのマニュアルの整備と地

域住民への周知を、市町村・福祉避難所指定施設に働きかけます。【厚生企画課】 

・災害時に災害派遣医療チーム（DMAT）、災害派遣精神医療チーム（DPAT）やその他関係医療機関

の緊密な連携のもと、適切な対応がなされるよう体制の整備に努めます。また、避難生活によ

る生活機能の低下や要介護度の重度化などの二次被害を防ぐため、避難所等で要配慮者に対す
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る福祉支援を行う災害派遣福祉チーム（DWAT）の整備に努めます。【医務課、健康課（精神保

健）、厚生企画課（管理）】 

・国の補助を活用しながら災害時に在宅の障害のある人を受け入れる避難スペースの整備を支援

します。【障害福祉課（自立）】 

・除雪支援事業等により、ひとり暮らし高齢者や障害のある人等除排雪の困難な世帯の除排雪支

援を行います。【高齢福祉課】 

・【新】医療的ケア児に対する災害時に備えた体制の整備を進めます。具体的には、県立中央病院

を中心に災害時支援ネットワークを形成します。また医療機関が人工呼吸器装着児等に貸し出

す非常用電源の整備を支援します。【医務課】 

 

⑶ 防犯対策の推進 

・警察と地域の障害者団体、福祉施設、行政等との連携の促進等により、犯罪被害の防止と早期

発見に努めます。【県警本部（生活安全企画課）】 

・交番等の警察官が、会話等に障害のある人への迅速な対応ができるように、訪問理由などを絵

や文字で示した「コミュニケーションボード」の活用等を推進します。【県警本部（地域企画

課）】 

・警察への緊急通報手段としてファックス１１０番やメール１１０番の効果的な運用に努めます。

【県警本部（通信指令課）】 

・被疑者あるいは被告人となった障害のある人がその権利を円滑に行使することができるよう、

刑事事件における手続の運用において、障害のある人の意思疎通等に関して適切な対応を図り

ます。あわせて、これらの手続に携わる職員に対して、障害や障害のある人に対する理解を深

めるため必要な研修を実施します。（再掲）【県警本部（刑事企画課）】 

・知的障害により、コミュニケーションに困難を抱える被疑者等に関する取調べの録音・録画の

試行を引き続き行います。（再掲）【県警本部（刑事企画課）】 

・国の「女性に対する暴力をなくす運動」等に合わせ、障害のある人を含む女性に対する暴力の

予防と根絶に向け、「とやまパープルリボンキャンペーン」を展開し、相談機関の周知、被害者

支援に努めます。【こども未来課】 

 

⑷ 感染症対策の推進 

・【新】コロナ禍での経験を踏まえ、障害福祉サービスを提供できるよう平時から感染対策マニュ

アルや事業継続計画等の作成を支援します。【障害福祉課（自立）】 

・【新】障害福祉サービスの継続提供のため、感染防止対策用の衛生資材を備蓄します。 

 【障害福祉課（自立）】 

・【新】新型感染症などのクラスターが発生した場合に、当該施設等に職員を応援派遣するため障

害者施設の団体などと連携するための体制の整備を進めます。【障害福祉課（自立）】 

・【新】新型感染症等が発生した障害福祉サービス事業所等において、感染防止対策の徹底や工夫

を通じて、必要な障害福祉サービスを継続して提供できるよう支援します。【障害福祉課（自

立）】 

 

⑸ 消費者トラブルの防止 

・関係行政機関や福祉関係団体、消費者団体等で構成される「くらしの安心ネットとやま」によ

り、障害のある人の消費者トラブルを防止するための情報の相互共有、連携強化に努めます。
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【県民生活課】 

・障害のある人や障害のある人を支援する者に対する消費者教育を推進することにより、障害の

ある人の消費者としての利益の擁護や増進が図られるよう努めるとともに、職員の障害のある

人に対する理解を深め、多様化・複雑化する相談に対応できるよう消費生活相談員の資質向上

を図る研修の充実に努めます。【県民生活課】  



- 30 - 

 

Ⅱ 質の高い保健・医療体制の充実 

 

  障害のある人が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受けられるよ

う地域医療体制等の充実を図るとともに、障害の原因となる疾病の予防・治療、

精神保健・医療体制の整備、保健・医療人材の育成・確保などを着実に進めます。 

 

 

１ 保健・医療施策の充実 

 

障害のある人や子どもに対する適切な保健サービス、医療、リハビリテーションの提供は、障害

のある人及び障害のある子どもが安心して地域生活を送る上で欠くことができないものです。ま

た、障害の原因となる疾病等の早期の予防や治療、障害の早期発見のために、適切な保健、医療

サービスを提供していく必要があります。 

そのために、妊娠期から乳幼児期、小児期にわたる健康診査や相談・指導を充実するなど母子保

健対策を推進するとともに、ライフステージに応じた健康管理や疾病予防を行うなど、保健対策

を推進します。 

また、人工呼吸器等を装着している等の医療的ケアを要する障害のある子どもをはじめ、心身の

状況に応じた適切な保健、医療、福祉等の支援が必要な障害のある人及び障害のある子どもに対

する在宅医療の体制整備等を推進し、医療、医療的リハビリテーションを充実するとともに、健

康診査、相談体制の充実や、リハビリテーションをより身近な地域で受けられるような体制の整

備を進めます。 

さらに、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士などリハビリ関係者、医療・保健従事者、専門職

の確保や資質の向上を図ります。 

また、心の健康の問題では、精神障害に関する正しい知識の普及や精神医療提供体制の整備を図

る必要があります。このため、心の健康づくりのための各種の施策を推進するとともに、精神障

害の予防や早期発見、早期治療の促進や医療連携体制の構築、適切な保健・医療の確保を図りま

す。また、高齢化に伴う認知症や若年性の認知症に対する施策を進めます。 

 

⑴ 障害の原因となる疾病の予防・早期発見 

① 母子保健対策の推進 

・妊産婦の健康の保持・増進を図るため、医療機関との連携を強化して健康診査、訪問、相談指

導等を効果的に推進します。【子育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）】 

・妊婦に対する切迫早産等妊娠中の異常の予防に関する知識の啓発普及や、保健医療関係者に対

する妊娠・出産の安全性の確保、適切な母体搬送の定着を目的とした講習会を実施するなど、周

産期保健医療体制を強化します。【子育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）、医務課】 

・母体や胎児に影響を及ぼす妊娠高血圧症候群や糖尿病などを対象に、妊産婦の医療費の公費負

担を行います。【子育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）】 

・新生児死亡及び心身障害を予防するため、専門的高度医療を提供する周産期母子医療センター

等の機能を充実するとともに、同センターを拠点とした周産期保健医療連携体制を充実します。

【子育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）・医務課（医師・看護職員確保対策班）】 

・総合周産期母子医療センターや各地域の病院、診療所などの関連施設の相互の連携、これらの
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No.13  

施設と母子保健事業を行う厚生センターや市町村との連携の推進に努めます。【子育て支援課

（切れ目ない子育て支援担当）・医務課（医師・看護職員確保対策班）】 

・先天性疾病の早期発見・早期対応のため、先天性代謝異常等検査、新生児聴覚検査等のマス・

スクリーニングを推進するとともに、関係機関の連携による支援体制の充実を図ります。【子育

て支援課（切れ目ない子育て支援担当）】 

・市町村と連携しながら、未熟児や重症な疾患で医療機関との連携が必要な乳幼児への養育支援

の充実に努めるとともに、周産期地域連携ネットワーク事業などにより、医療機関との連携体

制の強化を図ります。【子育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）】 

・乳幼児の訪問や健康診査及び相談等を通して、心身障害児や心身の発達に支援が必要な乳幼児

とその保護者に対し、疾病や障害の早期発見や早期対応及び合併症や二次障害の予防に努めま

す。また、相談支援技術向上など関係者の資質向上や、関係機関との連携を強化し、支援体制の

充実を図ります。【子育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）】 

・慢性疾患など長期療養児の相談や地域相談支援体制の充実に努めます。【健康課（健康増進）】 

・母子保健推進員など地域組織を一層強化して、地域ぐるみの支援体制の充実を図ります。【子育

て支援課（切れ目ない子育て支援担当）】 

 

② 成人保健対策の推進 

・健康増進法に基づく健康教育、健康相談等の保健事業を推進し、壮年期からの疾病予防や健康

管理を行います。【健康課（がん対策）】 

・「富山県健康増進計画（第３次）」に基づき各種施策を推進し、「健康寿命の延伸」を基本目標と

した健康づくり、望ましい生活習慣の確立と改善及び生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹

底等に努めます。【健康課（健康増進）】 

・高齢者の介護予防や認知症予防のための施策を推進します。【高齢福祉課】 

 

⑵ 保健・医療体制の充実 

① 障害のある人に対する医療 

・【新】かかりつけ医を中心とした地域の医療連携を一層推進し、障害の有無によって分け隔てな

く、患者の状態に応じた適切な医療を、地域において効果的かつ効率的に提供する体制を構築

します。【医務課】 

・【新】特殊な診断や治療を必要とする高度・先進的な医療については、医療資源の集積を考慮し

医療圏を越えた広域連携体制を推進し、かかりつけ医をはじめとする地域の医療機関と高度専

門医療機関（県立中央病院や特定機能病院である富山大学附属病院など）との連携の強化に努

めます。【医務課】 

・救急医療体制の整備や救急医療情報システムの適切な運営により、救急医療への対応を一層充

実します。【医務課】 

・地域の医療機関で歯科診療を受けることが困難な障害のある人に対して、富山県歯科保健医療

総合センターにおいて歯科診療を行います。【医務課】 

・医療的ケア児への在宅医療に取り組む人材の育成を支援します。【医務課】 

・（公財）富山県移植推進財団及び（公財）富山県アイバンクにおける腎臓及び眼球の提供登録や

臓器提供意思表示カード（ドナーカード）の普及啓発による臓器移植などを推進します。【医務

課】 

・インターネットを通じて医療機関に関する多様な情報を提供する「医療情報ネット」において、
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車椅子への対応、視覚障害者、聴覚障害者への配慮等の情報を提供します。【医務課】 

・在宅で必要に応じた適切な医療が２４時間・３６５日受けられるよう、在宅医療を行う開業医

への支援や訪問看護の充実など、在宅医療の体制整備に努めます。【高齢福祉課】 

・在宅療養者が安心して療養が続けられるよう、医師・看護師など医療関係者とケアマネジャー、

ホームヘルパーなど介護関係者が連携して、医療・介護サービスを提供できる体制整備の推進

に努めます。【高齢福祉課】 

・障害のある人が必要な医療サービスを受けられるよう、自立支援医療制度や公費負担医療制度、

重度心身障害者等に対する医療費助成制度の普及と適切な運用を図ります。【障害福祉課（管理）、

高齢福祉課】 

 

② 障害のある人に対する適切な保健サービス 

・厚生センターで、保健・医療・福祉関係機関のネットワークづくりを支援します。【医務課】 

・厚生センターにおいて、主に精神障害者や難病患者を対象にしている保健・福祉サービス調整

推進事業の活動の充実を図ります。【健康課（精神保健、疾病・難病】 

・厚生センターにおいて、難病患者のための医療相談、訪問相談、療育相談会、患者家族の交流

会を実施します。（一部再掲）【健康課（疾病・難病）】 

・障害児・者歯科医療ネットワーク（障害（児）者が身近な医療機関で歯科受診を受けることが

でき、また、必要に応じてより専門的な歯科医療を受けることができる体制）により歯科医療の

提供を推進します。【健康課（健康増進）】 

・障害（児）者を対象とする歯科健診や保健指導の導入を検討するとともに、施設職員等を対象

に歯科保健に関する研修を行います。【健康課（健康増進）】 

・難病診療連携拠点病院や協力病院を中心とした入院施設の確保など難病医療体制の整備を図り

ます。また、在宅重症難病患者一時入院事業を実施し、難病患者の在宅療養支援に努めていきま

す。（再掲）【健康課（疾病・難病）】 

・厚生センターで精神保健福祉相談や訪問指導、家族や障害のある人本人を対象とした教室等を

実施します。【健康課（精神保健）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに設置している富山県高次脳機能障害支

援センターにおいて、次の取組みを行います。（再掲）【障害福祉課（管理）】 

・相談支援や普及啓発のほか、関係職員等を対象とした研修会、調査・研究などを実施します。 

・利用者や入院患者とその家族を対象とした家族教室、ピアサポート事業実施します。 

・就労支援・就学支援のほか、グループ訓練などの医学的リハビリテーション、作業療法士に

よる生活版ジョブコーチなど、高次脳機能障害児者の社会復帰や社会参加を支援します。 

 

③ 専門職種の確保 

・医師、看護師等の研修制度の推進により、医療従事者の資質の向上を図ります。【医務課】 

・訪問看護職員の需要増に対して、訪問看護師養成講習会や訪問看護に関する相談事業及び支援

事業を実施し、看護職員の確保を図ります。【医務課】 

・障害の状況に応じた知識や技術を有する歯科専門職を育成するための取組みを促進します。【健

康課（健康増進）】 

 

⑶ リハビリテーション提供体制の充実 

・富山県地域リハビリテーション推進会議において、本県の地域リハビリテーション推進方策や
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支援体制の充実に関する検討を行い、地域リハビリテーションのより一層の推進を図ります。

【健康課（がん対策）、高齢福祉課】 

・富山県リハビリテーション支援センター（富山県リハビリテーション病院・こども支援センタ

ー）、地域リハビリテーション広域支援センター（６病院）、地域リハビリテーション地域包括

ケアサポートセンター、地域リハビリテーション協力機関、厚生センター・富山市保健所、富

山県医師会、郡市医師会、市町村、訪問看護ステーション、地域包括支援センターなどとの連

携により、地域リハビリテーション事業の推進を図ります。【健康課（がん対策）、高齢福祉課】 

・地域リハビリテーションに関する調査・分析を行い、得られた情報をもとに地域リハビリテー

ション事業の推進に努めます。【健康課（がん対策）】 

・地域包括ケアサポートセンター及び協力機関と連携しながら、高齢者の介護予防・自立支援・

重度化防止に係る視点も強化した地域リハビリテーション推進体制の構築に努めます。【健康

課（がん対策）、高齢福祉課】 

・急性期から回復期、維持期（生活期）に至るまで、患者の症状に応じたリハビリテーションを

行う体制の充実を図ります。【医務課、健康課（がん対策）】 

・一般病床、療養病床から回復期リハビリテーション病床への転換を支援します。【医務課】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターにおいて、県内唯一の公立リハビリテー

ション専門病院として、高度専門的なリハビリテーション医療の提供や重度心身障害児への対

応などに取組みます。【障害福祉課（管理係）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターを本県のリハビリテーション医療の推進

拠点として機能の充実・強化を図り、県全体のリハビリテーション医療水準の底上げと地域リ

ハビリテーションの推進を図ります。【障害福祉課（管理係）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターにおいて、入退院支援から在宅生活まで

の一貫した相談を行うほか、訪問看護や訪問リハビリテーション等の在宅サービスを提供する

など、退院後の地域生活を支援します。【障害福祉課（管理係）】 

・リハビリ関係技術者及び生活習慣病予防対策に関わる医療・保健福祉従事者の各種研修を実施

するなど資質の向上を図ります。【健康課（がん対策）】 

 

⑷ 精神保健・医療施策の推進 

① 心の健康づくり 

・心の健康センターを中心とした、心の健康に関する相談体制等の充実や、市町村や関係機関と

連携したひきこもり対策の強化、自殺防止対策の充実、依存症の相談拠点の整備や民間団体の

活動支援などによる支援体制を充実します。（再掲）【健康課（精神保健）、心の健康センター】 

・心の健康センターを中心に市町村、医療機関、厚生センターと連携して、精神保健福祉に関す

る普及啓発・相談指導、調査研究の充実を図ります。【健康課（精神保健）、心の健康センター】 

・精神障害のある人の生活実態やニーズを踏まえた、心の健康づくりに資する施策を推進します。

【健康課（精神保健）、心の健康センター】 

・様々なストレスについて、関係機関とも連携しながら、包括的な支援を行い、メンタルヘルス

対策に努めます。【健康課（精神保健）、心の健康センター】 

・市町村や相談機関、関係団体と連携した普及啓発や相談支援体制の充実、若者の自殺対策、企

業等への取組への支援、市町村の自殺対策への支援や人材育成など、総合的な自殺防止対策を

推進します。【健康課（精神保健）】 

・近年増加傾向にあり、自殺とも関連が深いとされるうつ病について、その対策の充実に努めま
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す。【健康課（精神保健）】 

・自殺未遂者・自殺遺族等のケアに関する知識の普及を図ります。【健康課（精神保健）、心の健

康センター】 

 

② 精神医療の充実 

・統合失調症やうつ病などによる精神障害の早期発見・早期治療を促進するとともに、自立支援

医療費制度の活用により在宅患者の治療を支援します。【健康課（精神保健）、心の健康センタ

ー】 

・休日や夜間の精神障害の急性発症や急性期症状に対応し、適切な医療の確保を図るため、精神

科救急医療体制の維持・充実に努めます。【健康課（精神保健）】 

・精神科医療に関する緊急の相談に２４時間対応する「精神科救急情報センター」の円滑な運用・

充実を図ります。（再掲）【健康課（精神保健）】 

・ピア・フレンズ派遣事業、多職種チームによる訪問支援等により精神障害者が住み慣れた地域

で安心して生活を送れるよう、支援体制を整備するよう努めます。（再掲）【健康課（精神保健）】 

・精神医療審査会等の適切な運営を通じて、入院中の者に対する適正な医療及び処遇の確保を図

ります。【健康課（精神保健）、心の健康センター】 

・かかりつけ医のうつ病や依存症の対応力の向上を図るため研修会を実施するよう努めます。【健

康課（精神保健）】 

 

③ 認知症施策の充実 

・認知症に関する正しい知識の普及・啓発を図り、認知症の早期発見・早期対応の促進に努めま

す。【高齢福祉課】 

・かかりつけ医や病院の医師、歯科医師、薬剤師、看護師等医療従事者の認知症対応力の向上を

図るため、認知症サポート医による研修等を実施します。【高齢福祉課】 

・認知症介護に携わる職員の資質向上のため、指導者の養成や認知症介護の実践研修等を行いま

す。【高齢福祉課】 

・地域における認知症高齢者とその家族を支援するため、認知症サポーターの養成などによる認

知症の正しい知識の普及・啓発や、行方不明者の早期発見・保護のための広域的な連携・地域

ネットワークの構築など見守り体制の整備を推進します。【高齢福祉課】 

・保健、医療、福祉、雇用などの地域関係機関等によるネットワークづくりを推進し、認知症を

有する者の状況に応じた支援体制の充実に努めます。【高齢福祉課】 

・厚生センター等において、認知症に関する相談指導を行うほか、訪問指導、家族支援等の充実

に努めます。【高齢福祉課】 

・より身近な市町村や地域包括支援センター等に設置する認知症地域支援推進員による認知症相

談の充実に努めます。【高齢福祉課】 

・認知症疾患医療センターにおいて、認知症に関する相談に応じるほか、専門医療を提供すると

ともに、地域の保健、医療、福祉などの関係機関との連携を推進します。【高齢福祉課】 

・認知症の早期発見、早期治療のための認知症初期集中支援チームの機能の強化に努めます。【高

齢福祉課】 

・若年性認知症相談・支援センターにおいて、若年性認知症に関する相談や市町村等の関係機関

向け研修、交流の場づくり、就労・社会参加支援などを行います。【高齢福祉課】 
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⑸  保健・医療を支える人材の育成・確保 

・医療的ケア児への在宅医療に取り組む人材の育成を支援します。（再掲）【医務課】 

・医師、看護師等の研修制度の推進により、医療従事者の資質の向上を図ります。（再掲）【医務

課】 

・訪問看護職員の需要増に対して、訪問看護師養成講習会や訪問看護に関する相談事業及び支援

事業を実施し、看護職員の確保を図ります。（再掲）【医務課】 

・かかりつけ医や病院の医師、歯科医師、薬剤師、看護師等医療従事者の認知症対応力の向上を

図るため、認知症サポート医による研修等を実施します。（再掲）【高齢福祉課】 

・認知症介護に携わる職員の資質向上のため、指導者の養成や認知症介護の実践研修等を行いま

す。（再掲）【高齢福祉課】 

・リハビリ関係技術者及び生活習慣病予防対策に関わる医療・保健福祉従事者の各種研修を実施

するなど資質の向上を図ります。（再掲）【健康課（がん対策）】 

・精神障害者が地域生活に移行できるよう、保健・医療・福祉分野の従事者のほか、メンタルヘ

ルスサポーター、ピア・フレンズなど、地域生活を支援する人材の育成や資質の向上を行い、

地域における受入れ基盤の拡充を促進します。（一部再掲）【健康課（精神保健）、心の健康セ

ンター】 

・厚生センターにおいて、保健医療福祉関係者、精神障害者家族等に対し、メンタルヘルスの理

解を深める研修を実施します。【健康課（精神保健）】 

・かかりつけ医のうつ病や依存症の対応力の向上を図るため研修会を実施するよう努めます。（再

掲）【健康課（精神保健）】 

・水準の高い看護の実践と他の看護師等への指導を行う認定看護師の育成を支援します。【医務

課】 
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Ⅲ 個々のニーズに応じた障害福祉サービスの充実 

 

  障害のある人が本人の意思決定のもと、地域で自立した生活を営むことができ

るよう、相談支援体制や、障害のある人が必要なときに必要な場所で、地域の実

情に即した適切な支援や障害の特性に応じた質の高い福祉サービスを受けること

ができる体制の整備を推進します。 

 

 

１ 相談支援体制の整備 

 

障害のある人が住み慣れた地域で自立した日常生活や社会生活を営むことを支援していくため

に、乳幼児期から高齢期に至るまでのライフステージに応じた総合的な相談支援体制を整備して

いく必要があります。 

このため、市町村や地域自立支援協議会、基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等などを中

心に、障害のある人の身近な地域における相談支援が充実するよう連絡調整や支援を行うととも

に、相談支援に従事する人材の育成に努めます。 

また、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、難病、医療的ケアなど、障害の特性や障害のある

人の状態、複合的な悩み等に応じて適切な相談支援が提供できるよう、関係機関や専門機関が連

携した相談支援体制の充実に努めます。 

 

⑴ 自己決定の尊重及び意思決定の支援 

・障害のある人の財産や権利を保護し、自己決定の尊重を図るため、市町村とともに成年後見制

度の普及・啓発に努めるとともに、市町村における中核機関の設置等に対する支援や、制度の

適切な利用の促進を図ります。【障害福祉課（地域生活）、厚生企画課】 

・判断能力が十分でない人に対する福祉サービスの利用援助や、福祉サービスに関する苦情解決

など、利用者の意向、適性、障害の特性に配慮したサービス提供体制の充実を図ります。【障害

福祉課（自立）】 

 

⑵ 地域における相談支援体制の充実 

① 身近な相談支援の充実 

・富山県社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業により、認知症高齢者・知的障害者・

精神障害者等が地域において安心して自立した生活が送れるよう支援します。【厚生企画課】 

・地域における相談支援の拠点である基幹相談支援センターの設置に対する支援など総合的・専

門的な相談支援体制の充実に努めます。【障害福祉課（自立）】 

・地域自立支援協議会を中心とした相談支援体制の一層の充実・強化を図るとともに、アドバイ

ザーを派遣するなど広域的な立場から市町村の取組を支援します。【障害福祉課（自立）】 

・障害のある人の財産や権利を保護し、自己決定の尊重を図るため、市町村とともに成年後見制

度の普及・啓発に努めるとともに、市町村における中核機関の設置等に対する支援や、制度の

適切な利用の促進を図ります。【厚生企画課】 

・「障害者１１０番」運営事業により、障害のある人の権利擁護について相談員等による専門的な

相談体制の充実に努めます。（再掲）【障害福祉課（地域生活）】 
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・精神障害者に対する多様な相談支援体制を構築するため、市町村に対する技術的支援を行うと

ともに、自助グループ等の組織育成を図ります。【健康課（精神保健）】 

・メンタルヘルスサポーター、ピア・フレンズ等による精神障害者の地域生活に関する相談活動

を支援します。【健康課（精神保健）】 

・精神障害者家族の交流や相談のための事業を推進します。【健康課（精神保健）】 

・【新】ピアサポーターの育成を行うとともに、ピアカウンセリング、ピアサポート体制の強化等、

障害者同士・家族同士が行う援助として有効かつ重要な手段である当事者等による相談活動の

更なる拡充を図ります。【障害福祉課（地域生活）、健康課（精神保健）】 

・【新】「断らない相談支援」のほか、「参加支援」「地域づくりに向けた支援」に一体的に取り組

む重層的支援体制整備事業の実施に向け、実施主体である市町村職員等に向けた研修会の開催

や情報提供の充実に努めます。【厚生企画課】 

 

② 相談支援を行う人材育成 

・計画相談支援や地域移行支援・地域定着支援、障害児相談支援等の必要なサービス量が確保で

きるよう相談支援従事者の養成や資質の向上、人材の確保に努めます。【障害福祉課（自立、地

域生活）】 

・【新】相談支援の質の向上を図る観点から、地域の中核的な役割を担う主任相談支援専門員の

養成を推進します。【障害福祉課（自立、地域生活）】 

・地域での身近な相談役である身体障害者相談員、知的障害者相談員及び精神障害者家族相談員

に対する研修の充実に努めます。また、障害者相談員は、相談対応のほか地域における支え合

い活動や災害時支援などの面でも活躍が期待されることから、各地域において活動の場が広が

るよう市町村に啓発や助言等を行います。【障害福祉課（管理）】 

・地域の事情に精通した民生委員・児童委員が多様な地域福祉のニーズに対応していくための研

修を充実するなど、相談援助活動を支援します。【厚生企画課】 

 

⑶ 専門的な相談支援体制の充実 

・障害者虐待防止法に基づき、富山県障害者権利擁護センターにおいて、障害者虐待の通報・相

談の受付や市町村への情報提供・助言等を行います。（再掲）【障害福祉課（管理）】 

・「障害のある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいきと輝く富山県づくり条例」に基づき、広域

専門相談員や地域相談員を設置し、障害を理由とする差別に関する相談体制の充実に努めます。

（再掲）【障害福祉課（管理）】 

・富山県社会福祉協議会による相談機能や、福祉・生活に関する情報の受発信機能を充実します。

【厚生企画課】 

・矯正施設（刑務所等）を退所し、自立生活が困難な障害のある人等に対し、富山県地域生活定

着支援センターの取組みを周知し、円滑な地域生活を支援します。【厚生企画課】 

・厚生センター、障害者相談センター、児童相談所、心の健康センター等の行政機関における相

談支援体制を充実します。【障害福祉課（自立）、健康課（精神保健）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに設置している発達障害者支援センター

において、発達障害者等及びその家族その他の関係者が、可能な限り身近な地域で必要な支援

を受けられるよう、きめ細かな相談や情報提供、助言等を行うとともに、発達障害に関する普

及啓発や人材育成の充実に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに設置している富山県高次脳機能障害支

No.14  
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援センターにおいて、相談支援や普及啓発のほか、関係職員等を対象とした研修会、調査・研

究などを実施します。（再掲）【障害福祉課（管理）】 

・障害保健福祉圏域ごとに設置されている障害者就業・生活支援センターにおいて、職場体験、

求職活動、職場定着相談などの就労支援や、健康管理、住居、年金などの生活設計に関する助

言などの日常生活、社会生活上のきめ細やかな相談体制により、障害のある人の就労継続と地

域における自立した生活を支援します。【障害福祉課（自立）】 

・障害児等療育支援事業により、家庭訪問や外来による療育相談、指導等を行い、市町村と連携

しながら、在宅の障害のある人や子どもの地域生活を支援します。【障害福祉課（地域生活）】 

・厚生センターにおいて、難病患者のための医療相談、訪問相談、療養相談会、患者及び家族の

交流会を実施するともに、難病ボランティアの養成を推進します。また、地域難病ケア連絡協

議会の開催など保健、医療、福祉の連携を強化します。【健康課（疾病・難病）】 

・難病相談・支援センターにおいて、療養等各種相談、専門医による相談会・講演会、患者及び

家族の交流会、ピアサポーターの養成・相談、就労支援等を実施します。【健康課（疾病・難病）】 

・精神科医療に関する緊急の相談に２４時間対応する「精神科救急情報センター」の円滑な運用・

充実を図ります。【健康課（精神保健）】 

・ひきこもり本人やその家族等からの相談に対応するひきこもり地域支援センターを中心に、支

援困難事例について支援機関の調整等を行うなど、ひきこもり本人及びその家族等を支援しま

す。【健康課（精神保健）】 

・富山県依存症相談支援センターにおいて、アルコール、薬物、ギャンブル依存症の相談対応や

研修会、家族教室等による継続的な支援を実施します。【健康課（精神保健）】 

・心の健康センターを中心とした、こころの健康に関する相談体制等の充実や、市町村や関係機

関と連携したひきこもり対策の強化、自殺防止対策の充実、依存症の相談拠点の整備や民間団

体の活動支援などによる支援体制を充実します。【健康課（精神保健）】 

・「性暴力被害ワンストップ支援センターとやま」の運営にあたっては、関係機関との連携の下、

相談者のニーズや特性に応じた適切な支援に努めます。【県民生活課】 

・【新】富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに設置している医療的ケア児等支援

センターにおいて、医療的ケアが必要な障害児者及びその家族等からの相談に応じ、情報の提

供や助言その他の支援を行うとともに、関係機関等への情報の提供や助言その他の支援を行い

ます。 
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No.15 

No.18 

No.19 

２ 地域生活を支援する障害福祉サービスの充実 

 

障害のある人や子どもが住み慣れた地域で自立し、安心して日常生活や社会生活を送ることが

できるよう、障害者総合支援法、児童福祉法等に基づき、居宅介護、生活介護、児童発達支援な

ど訪問系サービスや日中活動系サービスの一層の充実に努めるとともに、グループホームなど地

域における住まいの場の確保を図ります。 

また、障害のある人が増加する一方で、人口の高齢化に合わせ障害のある人の高齢化も進んでい

ます。また、障害の重度化及び重複化、医療的ケアの必要性も増加しています。さらに、障害の

ある人を介護している家族の高齢化や「親亡き後」の問題も指摘されています。こうした多様化

する障害のある人のニーズに適切に対応していく必要があります。 

地域生活支援については、本県では、年齢や障害の有無にかかわらず、高齢者、障害のある人、

子どもなど県民誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができる地域共生社会に実現に取り

組んできており、このような理念に基づく共生型（富山型）の地域生活支援サービスの充実を促

進します。 

さらに、障害のある人や子どもを介護する保護者・家族の負担を軽減するため、引き続き家族支

援の施策に取り組むとともに、様々な福祉機器の活用や身体障害者補助犬、ヘルプマークなど障

害がある人に関するマーク、関係制度に対する理解やその普及促進等を図ります。 

加えて、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、難病、盲ろうなどの多様な障害、複合的な障害

については、正しい知識の普及や障害の特性に応じた専門的な相談・支援体制の整備を図ります。 

 

 

⑴ 在宅サービス等の充実 

① 「共生型」地域生活支援の充実 

・身近な地域で障害（児）者、高齢者、子ども等を区別なく一緒に福祉サービスを提供する、富

山型デイサービス（共生型サービス）をはじめとした地域共生型福祉拠点を整備促進します。

（再掲）【厚生企画課】 

・地域共生の理念の普及・啓発等により、一般のデイサービス等から富山型デイサービスへの転

換を促進します。【厚生企画課】 

・市町村社会福祉協議会のコミュニティ・ソーシャルワーカー（地域福祉コーディネーター）や、

介護保険法の地域支援事業における生活支援コーディネーター、生活困窮者対策の相談支援員、

障害者の相談支援専門員等の人材を活用した、「相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた

支援」の３つの支援を一体的に実施できる包括的支援体制の構築を推進します。【厚生企画課】 

・民生委員・児童委員や社会福祉協議会と連携したケアネット活動等による地域福祉を推進しま

す。【厚生企画課】 

・高齢の障害のある人や認知症を発症した障害のある人等が、なじみのある事業所で引き続きサ

ービスを受けることができるよう、共生型サービスの推進に努めます。（再掲）【障害福祉課（自

立）】 

・障害の重度化、障害のある人の高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域の状況に応じ、居住支

援機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ対応など）に地域支援機能（地域の体制づ

くりの支援など）を集約・付加した拠点（地域生活支援拠点）若しくはこれらの機能を地域の

複数機関が分担して担う面的な体制の整備を推進します。（再掲）【障害福祉課（自立）】 
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No.20 

No.21-1,21-3 

No.21-2 

No.22 

② 在宅サービスの充実 

・障害者が自宅において介護や家事等の日常生活の支援や外出時の介助等の必要な支援を受けつ

つ、自立した生活を送ることができるよう、また、高齢になっても、強度行動障害があっても、

地域で生活できるよう、在宅サービスの提供体制の整備促進に努めます。 

【障害福祉課（自立・地域生活）】 

・【新】障害のある人の高齢化・重度化や親の高齢化が進む中で、親亡き後に備えて安心して生活

ができるよう、地域において受け皿となる障害福祉サービスを充実します。【障害福祉課（自立）】 

・障害のある人が地域住民と交流しながら地域で安心して暮らせるよう、障害者支援施設と連携

し、その専門的機能を活用し、障害のある人の地域生活を支援します。（再掲）【障害福祉課（自

立）】 

・児童発達支援や放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の提供など、障害児が身近な地域で

必要な支援を受けられるよう体制の整備を図ります。（一部再掲）【障害福祉課（地域生活）】 

・障害児等療育支援事業により、家庭訪問や外来による療育相談、指導等を行い、市町村と連携

しながら、在宅の障害のある人や子どもの地域生活を支援します。（再掲）【障害福祉課（地域生

活）】 

・外出のための移動支援、創作的活動や生産活動の機会の提供など、地域生活を支援するために

市町村が地域の特性や利用者の状況に応じて実施する取組に対する支援を推進します。【障害福

祉課（地域生活）】 

・住み慣れた地域で福祉サービスを受けられるよう、高齢者総合福祉支援事業等による在宅福祉

事業や施設の相互利用を推進するなど、他制度との連携による効果的な福祉サービスの提供を

推進します。【高齢福祉課】 

・訪問看護ステーションの整備を推進し、医療ニーズの高い高齢者や障害のある人の安全で自立

した生活を支援します。【高齢福祉課】 

・精神障害のある高齢者やその家族等への支援に資するため、介護保険サービスに関する情報提

供を行います。【高齢福祉課】 

・精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるように、医療、

障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステム」を構築していきます。【健康課（精神保健）】 

・これまで精神障害者へのサービス提供の機会が少なかった障害福祉サービス事業所、介護サー

ビス事業所等の職員を対象に、精神障害者支援に関する研修を実施し人材育成を行うことで、

精神障害者へのサービスの質の向上と、より多くの事業所で精神障害者の受け入れができる体

制づくりを進めます。【健康課（精神保健）】 

・医療機関や協力事業所等の関係機関と連携し、社会とのつながり促進事業を実施するなど、精

神障害者の社会的自立と社会復帰を支援します。【健康課（精神保健）】 

・福祉の分野においてＮＰＯ法人等が行う地域貢献型事業（コミュニティビジネス）に対して融

資等の支援をします。【地域産業支援課】 

・【新】老障家庭など困難な課題を抱える家庭に対して、高齢者支援のヘルパーと障害者支援のヘ

ルパーとの連携、ケアマネジャーと相談支援専門員との連携など、介護分野と障害分野との連

携を推進し、包括的な支援に努めます。【障害福祉課（自立）、高齢福祉課】 

 

③ 住居の確保 

・【新】障害のある人が地域で安心して生活できるよう、自立に向けてグループホームの体験の機
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No.23,24 

No.26 

No.27 

会やショートステイを確保します。【障害福祉課（自立）】 

・軽度の障害のある人をはじめ、中重度の障害のある人が地域で安心して暮らせるよう、障害の

ある人の地域での住まいの場であるグループホームの整備を支援します。 

【障害福祉課（自立）】 

・県では、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居相談業務等を実施する「居住支援法人」を

指定しており、障害者世帯等の入居に関する相談について、同法人との連携等を図ることによ

り、適切に対応します。【建築住宅課】 

・公営住宅における障害者世帯の優先入居を推進するとともに、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅の

有効活用による障害者世帯の居住の安定確保を図ります。（再掲）【建築住宅課】 

・一般財団法人高齢者住宅財団が行う家賃債務保証制度について、引き続き賃貸住宅の経営者等

に周知を図ります。【建築住宅課】 

 

④ 障害のある人の家族への支援 

・居宅介護、短期入所、日中一時支援、児童発達支援や放課後等デイサービス、重症心身障害児

（者）レスパイトサービス事業などの促進により、在宅の障害のある人や子どもを介護してい

る家族の負担軽減に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・【新】養護者からの虐待予防の観点から、家族の負担軽減策の好事例を収集し紹介するなど、養

護者支援を充実します。（再掲）【障害福祉課（管理）】 

・【新】医療的ケア児に関する短期入所サービスやレスパイトについて、富山県リハビリテーショ

ン病院・こども支援センターや国立病院機構富山病院などの医療機関で入院対応ができるよう

病院機能の充実を図ります【医務課】 

・【新】関係機関による支援ネットワークの構築や、支援ガイドラインを作成し、若年介護者であ

るヤングケアラーを支援します。【こども政策課】 

・放課後児童健全育成事業を実施し、障害のある子どもの放課後等の集団活動の場を確保するな

ど、保護者の負担軽減のための施策を充実します。【子育て支援課、障害福祉課（地域生活）】 

・障害者団体の活動を支援することにより、家族同士の交流を促進します。【障害福祉課（地域生

活）】 

・障害のある人等の家族団体が行う地域との連携を深めるための活動を支援します。【障害福祉課

（地域生活）】 

・障害のある子どもの保護者の高齢化を踏まえた社会的支援を促進します。【障害福祉課（地域生

活）】 

・発達障害者等の家族その他の関係者が発達障害に対し適切な対応をすることができるよう、研

修等の充実に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・発達障害に関する悩み等を持つ当事者同士や発達障害児者を持つ保護者同士の集まる場を提供

します。【障害福祉課（地域生活）】 

・精神障害者家族の負担を軽減するための各種サービス（短期入所、日中一時支援）を促進しま

す。【健康課（精神保健）】 

・精神障害者家族の交流や相談のための事業を推進します。（再掲）【健康課（精神保健）】 

・在宅難病患者一時入院事業（レスパイト入院事業）の実施や相談体制の充実を図ることにより、

難病患者家族の支援に努めます。【健康課（疾病・難病）】 

 

⑤ 福祉機器・各種障害関係制度の普及促進等 
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・とやま介護テクノロジー普及・推進センターにおける、介護テクノロジーの相談対応、展示・

体験事業の実施、介護施設職員や一般県民を対象とした各種研修と導入検討施設への伴走支援

の実施、先進事例の紹介等による介護テクノロジーの普及啓発及び活用を促進します。【厚生企

画課】 

・障害基礎年金等の公的年金制度、特別障害者手当等の各種手当制度、富山県心身障害者扶養共

済制度の周知に努めます。【障害福祉課（管理）】 

・税制面の各種減免措置、生活福祉資金の貸付制度等の周知に努めます。【厚生企画課、障害福祉

課（管理）】 

・市町村が実施する補装具や日常生活用具の円滑な給付のため、市町村間の連絡調整や情報提供

など必要な支援を行います。【障害福祉課（地域）】 

・在宅重度障害者住宅改善事業により、障害のある人の住宅の設備、構造等の改善を支援します。

（一部再掲）【障害福祉課（管理）】 

・身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の導入を支援するとともに、身体障害者補助犬

を使用する身体障害者が施設等の利用を拒まれることがないよう、補助犬についての県民の理

解の促進に努めます。（再掲）。【障害福祉課（地域生活）】 

 

⑵ 障害特性等への対応 

① 発達障害 

・医療、保健、福祉、教育、保育の関係機関等との連携のもと、発達の段階で行動等の特徴が現

れる時期に適切に発見し、子どもの特性に応じた切れ目のない支援に努めます。【障害福祉課

（地域生活）】 

・市町村とともに乳幼児健診や発達相談等の充実に努め、関係機関と連携しながら早期療育につ

なげます。また、保健師等への研修を行うなど、早期発見、療育支援技術向上に努めます。【子

育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）】 

・児童相談所において、言語障害や情緒障害を有する児童の言語や情緒面の相談を受け、保護者

が安心して子育てができるよう、必要な助言をします。【こども未来課、障害福祉課（地域生活）】 

・保育に特別な配慮を必要とする児童に対して、保育士等が適切に対応できるよう、保育所等へ

の専門家の派遣や専門性の向上を図る研修等を行います。【子育て支援課（保育・認定こども園

担当】 

・発達障害者支援法に基づき設置した発達障害者支援地域協議会における関係機関との協議等を

通じて、乳幼児期から高齢期までの切れ目のない一貫した支援体制のさらなる整備を図ります。

【障害福祉課（地域生活）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターにおいて、児童精神科医療の充実に努め

ます。また、地域のかかりつけの小児科医等の発達障害への対応力の向上を図ります。【障害福

祉課（地域生活）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに設置している発達障害者支援センター

において、発達障害者等及びその家族その他の関係者が、可能な限り身近な地域で必要な支援

を受けられるよう、きめ細かな相談や情報提供、助言等を行うとともに、発達障害に関する普

及啓発や人材育成の充実に努めます。（再掲）【障害福祉課（地域生活）】 

・発達障害者支援センターに発達障害者地域支援マネジャーを配置し、市町村や事業所等に対し

て相談や助言等を行います。【障害福祉課（地域生活）】 

・発達障害を含む障害のある幼児児童生徒について、教育、保健、医療、福祉、労働等の関係機
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No.28 

関の連携を図り、学校内における支援体制を充実します。【県立学校課】 

・県総合教育センターに設置された専門家チームや、巡回指導員、特別支援学校のセンター的機

能等により、発達障害を含む障害のある幼児児童生徒への望ましい対応等を示し、幼稚園、保

育所、認定こども園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校を支援します。【県立学校課】 

・サービス事業所の従業者の発達障害への対応力の向上を図ります。【障害福祉課（地域生活）】 

・【新】子どものこころの診療を専門とする小児科医・児童精神科医の育成に努めます。【医務課】 

・【新】地域かかりつけ医による診療やプライマリケアの知識、療育への適切な移行支援などへの

対応力を高める研修会や、医療・保健・福祉・教育等支援に係る多職種連携を推進する研修会

を開催するなど、人材育成や連携体制の構築に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

 

② 高次脳機能障害 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに設置している富山県高次脳機能障害支

援センターにおいて、次の取組みを行います。（一部再掲）【障害福祉課】 

・相談支援や普及啓発のほか、関係職員等を対象とした研修会、調査・研究などを実施します。 

・利用者や入院患者とその家族を対象とした家族教室、ピアサポート事業実施します。 

・医療・福祉など関係機関が連携して高次脳機能障害児者の地域生活を支援するためのネット

ワークの構築に努めます。 

・就労支援・就学支援のほか、グループ訓練などの医学的リハビリテーション、作業療法士に

よる生活版ジョブコーチなど、高次脳機能障害児者の社会復帰や社会参加を支援します。 

 

③ 難病 

・難病患者に対し、障害福祉サービスの制度やその利用について普及啓発に努めます。【障害福祉

課（自立）】 

・難病診療連携拠点病院や協力病院を中心とした入院施設の確保など難病医療提供体制の整備を

図ります。【健康課（疾病・難病）】 

・難病患者の在宅における療養生活等を支援するため、難病対策地域協議会を設置し、関係機関

との連携強化に努め、よりよい療養支援体制を推進します。【健康課（疾病・難病）】 

・厚生センターにおいて、難病患者のための医療相談、訪問相談、療養相談会、患者及び家族の

交流会を実施するともに、難病ボランティアの養成を推進します。また、地域難病ケア連絡協

議会の開催など保健、医療、福祉の連携を強化します。（再掲）【健康課（疾病・難病）】 

・難病相談・支援センターにおいて、療養等各種相談、専門医による相談会・講演会、患者及び

家族の交流会、ピアサポーターの養成・相談、就労支援等を実施します。（再掲）【健康課（疾

病・難病）】 

 

④ その他の障害 

・多様な障害、複合的な障害について、正しい知識の普及や障害の特性に応じた専門的な相談・

支援体制の整備を図ります。【障害福祉課（管理）】 

 

 

 

  



- 44 - 

 

No.29 

No.30 

No.31 

No.32 

３ 障害者施設の整備の方向と施設機能の充実・活用 

 

これまで、施設に入所している障害のある人の地域生活への移行を支援するとともに、グループ

ホームなど地域生活を支援するサービスの整備に努めてきたことから、県内の施設入所者数は減

少してきています。これからも、地域生活を希望する障害のある人が、地域で安心して日常生活

や社会生活を送ることができるよう、相談支援体制をはじめ、障害福祉サービス、ボランティア

活動の充実を図っていく必要があります。 

その一方、入所施設については、入所の継続や新たな入所が必要な障害のある人や障害のある子

どもが適切なサービスを利用することができるよう、一定の入所定員の維持を図る必要がありま

す。同時に、多種・多様な専門性を有する地域の資源として、専門的機能を他機関と連携・協働

して障害のある人や子ども及びその家族を支援し、緊急時や災害時をはじめとして安全で安心な

地域生活の継続・向上をはかるための包括的なケアの一翼を担うことが期待されます。 

さらに、多くの人たちが入所施設で生活していることを鑑み、入所者の生活を支援する職員の確

保や質の向上に努めるとともに、国の検討状況なども踏まえ、障害のある人の高齢化や重度化・

重複化に応じた施設機能の在り方を引き続き検討します。 

 

⑴ 施設整備の基本的な考え方 

・施設入所者の生活の質（QOL）の向上やプライバシーの確保を図るため、施設の重度化・高齢化

対応、個室化を推進するとともに、地域移行の受け皿となるグループホームやショートステイ

等の整備に必要な支援をしてきます。【障害福祉課（自立）】 

・障害のある人が地域で安心して暮らせるよう、日中活動の場（生活介護事業、就労継続支援事

業、地域活動支援センター等）と、住まいの場（グループホーム）について、バランスに配慮

しつつ計画的に整備を促進します。【障害福祉課（自立）】 

 

⑵ 施設機能の充実と地域生活支援への活用 

・施設利用者の利便性の向上を図るため、介護機器など福祉用具の導入により施設機能の向上に

努めます。【障害福祉課（自立）】 

・【新】職員の生産性の向上を図るため、ICT 機器や介護ロボットの導入に対し支援します。【障

害福祉課（自立）】 

・施設入所者の高齢化や障害の重度化・重複化に対し、地域移行の体制整備の方策の検討もしな

がら、本県の状況にふさわしい国の検討事項等を踏まえ、施設機能の在り方等について引き続

き検討します。【障害福祉課（自立）】 

・障害の重度化、障害のある人の高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域の状況に応じ、居住支

援機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ対応など）に地域支援機能（地域の体制づく

りの支援など）を集約・付加した拠点（地域生活支援拠点）若しくはこれらの機能を地域の複

数機関が分担して担う面的な体制の整備を推進します。【障害福祉課（自立）】 

・【新】地域生活支援拠点等については、コーディネーターや担当者の配置、支援ネットワーク等

による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築による機能の充実を進め、また、強度行

動障害を有する障害者の支援体制の充実を図るために、支援ニーズを把握や地域の関係機関が

連携した支援体制の整備を進めます。【障害福祉課（自立）】 

・障害のある人が地域住民と交流しながら地域で安心して暮らせるよう、障害者支援施設と連携

し、その専門的機能を活用し、障害のある人の地域生活を支援します。【障害福祉課（自立）】 
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・高齢の障害のある人や認知症を発症した障害のある人等が、なじみのある事業所で引き続きサ

ービスを受けることができるよう、共生型サービスの推進に努めます。【障害福祉課（自立）】 
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４ 質の高い障害福祉サービスの提供 

 

障害福祉ニーズの多様化に対応し、障害のある人や子どもに質の高い障害福祉サービスを提供

するには、サービス提供事業者や施設がサービスを多様化させ、質の向上に努めるとともに、サ

ービスを支える人材の養成・確保や資質の向上を図る必要があります。 

このため、事業者の業務管理体制の監督体制、障害福祉サービス等の情報公開制度への対応、  

サービス提供事業者等によるサービスの自己評価や第三者評価機関等による客観的なサービス評

価を実施します。また、障害のある人や障害のある子どもに対する処遇が適切になされるよう、

サービスに対する苦情解決体制の十分な活用を図ります。 

障害の特性や複合的な悩みに応じたきめ細かなサービスが提供できる障害福祉サービスを支え

る人材の確保を図るほか、専門性を高める研修の充実に努めます。 

また、障害のある人の地域における生活を支援し、安心して日常生活や社会生活を送れるよう、

手話通訳、点訳、要約筆記等の専門的な知識や技術を有する人材の確保・養成、コミュニケー   

ション支援に努めます。 

 

⑴ 障害福祉サービスの質の向上 

① 施設運営の適正化 

・市町村や指定事業者等に対して、研修や指導監査を実施します。【障害福祉課（自立）】 

・障害福祉サービスに関するニーズの把握に努めるとともに、利用するサービスを選択しやすい

よう、適切な情報提供に努めます。【障害福祉課（自立）】 

・障害福祉サービス等の利用状況を把握し、真に必要とするサービスが提供できているのか検証

を行うなど、サービスの質を向上させるための取り組み体制を構築していきます。【障害福祉

課（自立）】 

・【新】障害児入所施設に入所する児童が大人にふさわしい環境へ移行できるようにするための協

議の場を設置するなど、円滑な移行調整に努めます。【障害福祉課（地域）】 

・個人情報の適切な管理や事業所でのプライバシーの保護を推進します。【障害福祉課（自立）】 

・【新】専門職員の養成研修などによる意思決定支援の質の向上や意思決定支援ガイドラインの普

及を図ること等により、必要な意思決定の支援が行われることを推進します。【障害福祉課（自

立）】 

・【新】障害福祉サービス事業所等における虐待防止委員会の設置や従事者への虐待防止のための

研修の実施、虐待防止責任者の設置の徹底など、虐待の早期発見や防止に向けた取り組みを推

進します。（再掲）【障害福祉課（自立）】 

 

② 苦情解決機能の充実 

・施設等における苦情解決体制の充実により、サービスの質の向上を促進します。【障害福祉課

（自立）】 

・判断能力が十分でない人に対する福祉サービスの利用援助や、福祉サービスに関する苦情解決

など、利用者の意向、適性、障害の特性に配慮したサービス提供体制の充実を図ります。（再掲）

【障害福祉課（自立）】 

 

③ 第三者評価の実施促進 

・サービス提供事業者等の自己評価の実施を促進するとともに、第三者による客観的な評価を実
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No.33 

No.34 

施するほか、第三者評価機関の調査者研修や評価結果の公表に取組むなど、サービスの質の向

上を図ります。【厚生企画課】 

 

⑵ 障害福祉人材の育成・確保・定着 

① 障害福祉人材の養成確保 

・障害のある高齢者等のケアマネジメントを含め、ケアマネジャーの知識・技術等能力及び資質

の向上のための研修を実施します。【高齢福祉課】 

・視覚障害者のコミュニケーションを支援する点訳奉仕員や朗読奉仕員を養成します。（再掲）【障

害福祉課（地域生活）】 

・聴覚障害者の意思伝達を円滑にする手話通訳者や、手話取得の困難な中途失聴者や難聴者の意

思伝達手段である要約筆記を行う要約筆記者を養成します。（再掲）【障害福祉課（地域生活）】 

・盲ろう者向け通訳・介助員を養成します。（再掲）【障害福祉課（地域生活）】 

・強度行動障害のある者の特性に応じ、一貫性を持った支援を行うことができる人材を養成しま

す。【障害福祉課（地域生活）】 

・海外からの希望のあった研修員に対し、障害福祉に関する知識やサービスの習得のための研修

の機会を提供することによって、友好提携先等における福祉人材の養成を支援します。【国際課】 

・【新】老障家庭や認知症など複合的な課題に対応できるよう、高齢者支援のヘルパーと障害者支

援のヘルパーとの連携や双方のスキルアップ、ケアマネジャーと相談支援専門員との連携など、

介護分野と障害分野における人材の知識・スキルの向上、資質向上を図ります。【高齢福祉課、 

障害福祉課（地域生活）】 

 

② 施設等従事者の研修 

・富山県社会福祉協議会において社会福祉事業への従事を希望する者への就業情報等を提供する

とともに、社会福祉事業経営者等に対する研修等を行い福祉人材の確保の支援に努めます。【厚

生企画課】 

・障害福祉サービス事業所等において、利用者に対する一連のサービス提供のプロセスを管理す

るサービス管理責任者や児童発達支援管理責任者の基礎研修、実践研修、更新研修等を実施し

ます。【障害福祉課（自立）】 

・相談支援業務に従事する者の資質の向上と新規従事者の養成を図るり、障害者等の意向に基づ

く地域生活を実現するための技術の習得を目指し、相談支援従事者研修を実施します。【障害福

祉課（自立）】 

・障害のある人に対し適切なサービスが提供できるよう、障害の特性等を理解した居宅介護従業

者（ホームヘルパー）を養成するための研修の充実に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・同行援護等のサービス提供体制を強化するため、従業者養成研修の充実に努めます。（再掲）【障

害福祉課（地域生活）】 

・介護職員等が安全で適切にたんの吸引等を行うことができるよう、研修の受講を促します。【障

害福祉課（地域生活）】 

・地域で生活する重症心身障害児者の支援のため、医療的ケア児等を含む重症心身障害児（者）

に対応できる生活介護事業所等の職員を養成します。【障害福祉課（地域生活）】 

・障害支援区分に基づく支給決定事務が客観的かつ公平・公正に実施されるよう、認定調査員等

に関する研修を実施します。【障害福祉課（自立）】 

・障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応を図るために必要な人材を育成します。（一部再
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掲）【障害福祉課（管理）】 

・これまで精神障害者へのサービス提供の機会が少なかった障害福祉サービス事業所、介護サー

ビス事業所等の職員を対象に、精神障害者支援に関する研修を実施し人材育成を行うことで、

精神障害者へのサービスの質の向上と、より多くの事業所で精神障害者の受け入れができる体

制づくりを進めます。（再掲）【健康課（精神保健）】 

 

③ 「とやま福祉人材確保・応援プロジェクト」の推進 

・富山県福祉人材確保対策会議を中心として、福祉人材確保に関するより効果的な方策を検討し

ます。【厚生企画課】 
 

ア 若者等への介護・福祉の魅力の PRや多様な人材の参入促進 

・「社会に学ぶ『14歳の挑戦』」による福祉職場体験や中高生への出前講座、高校生を対象とした

インターンシップ等により、小中高校や介護福祉士養成校、福祉施設等と連携した若者の福祉

分野への参入を促進します。【厚生企画課】 

・「介護の日」キャンペーンイベントの開催、ＳＮＳ広告などによる介護の魅力の PRに努めます。

【厚生企画課】 

イ 介護・福祉サービスを担う人材の教育・養成の推進 

・介護福祉士、社会福祉士の資格取得を目指す学生に対して修学資金の貸与を行うなど、専門的

職員の養成・確保に努めます。【厚生企画課】 

・介護職員の専門性を高める研修の実施や研修参加時の代替職員雇用への支援など、職員の資質

向上を推進します。【厚生企画課】 

・県内介護福祉士養成校における介護福祉士等の育成を支援します。【厚生企画課】 

・介護を学ぶ外国人の日本語学習や介護福祉士資格取得等に対して関係団体と連携して支援しま

す。【厚生企画課】 

ウ 就業・相談支援 

・富山県福祉人材センター等における無料職業紹介、相談、情報提供等の就業援助やハローワー

クとの連携促進について支援します。【厚生企画課】 

・潜在的な介護人材の掘り起こしや富山県福祉人材センターにおけるマッチング強化、福祉職場

説明会の開催等により、就業を支援します。【厚生企画課】 

・離職介護職員の再就職時の必要な費用の貸付などにより再就職を促進します。【高齢福祉課】 

エ 処遇・職場環境の改善等による職場定着（離職防止）支援 

・施設職員への研修や処遇向上により、離職を防ぎ、職場への定着を図ります。【厚生企画課】 

・雇用環境向上に取組む事業所の表彰などによる職場環境の改善を推進します。【厚生企画課】 

・介護職場でがんばっている中堅職員の表彰や新任職員の合同入所式等により、職員の職場定着

を支援します。【厚生企画課】 

・新任職員などの相談にのったり実践的な指導ができる中堅リーダーの養成を支援します。【厚生

企画課】 

・介護ロボット・ICT や福祉用具等を活用した介護職員等の腰痛予防など、身体的負担軽減 

による離職防止を支援します。【厚生企画課】 

・社会福祉法人の理事長や社会福祉施設の施設長に対する経営管理研修等を実施します。【厚生企

画課】 
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No.35 

No.36 

Ⅳ 個性を尊重し社会参加を促進する支援の充実 

 

  障害のある子ども一人一人の自立と社会参加の実現を目指し、個別の教育的ニ

ーズに応じた切れ目のない一貫した教育や療育を行います。また、障害のある人

が地域で質の高い自立した生活を営み、適性に応じて能力を十分に発揮すること

ができるよう雇用・就労の促進に取り組むとともに、自らの可能性を追求し、豊

かな人生を送ることができるよう、生涯を通じて、学習活動、スポーツや芸術・

文化等に親しむ機会の充実に努めます。 

 

 

１ 障害のある子どもの教育・育成の充実 

 

障害のある子どもの能力や可能性を最大限に伸ばし、子ども一人ひとりの自立と社会参加を実

現するためには、家庭や地域、専門家や支援団体等のほか、教育・保健・医療・福祉・労働等の各

分野が連携し、個別の教育的ニーズや障害の特性に応じたきめ細かな支援を、乳幼児期から成人

期まで切れ目なく一貫して行うことが重要です。 

そのため、個別の教育的ニーズに応じた適切な指導・支援を提供し、引き継いでいくための多様

で柔軟な仕組みの整備に努めます。また、共生社会の実現に向けて、インクルーシブ教育システ

ムの理念に基づき、合理的配慮の提供等の充実を図るなど、特別支援教育を着実に進めます。 

 

⑴ インクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推進 

・【新】共生社会の理念や子供の教育を受ける権利、共生社会の実現に向けた特別支援教育や連続

性のある多様な学びの場の理解に関する資料の作成やフォーラムの開催等により、広く社会全

体への理解啓発を推進します。【県立学校課】 

・障害の有無によって分け隔てられることなく、県民が相互に人格と個性を尊重し合う共生社会

の実現に向け、本人・保護者に対する十分な情報提供の下、本人・保護者の意見を最大限尊重

し、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成

を図った上で就学先が決定できるよう、市町村教育委員会を支援します。【県立学校課】 

・【新】インクルーシブ教育推進員を配置し、共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育システ

ムの理念に基づき、障害のある子どもと障害のない子どもが地域の学校で共に学び合えるよう

になるための環境の整備を支援します。【県立学校課】 

・専門家等の指導助言により、一人一人の教育的ニーズに応じた質の高い合理的配慮を提供する

よう努めます。【県立学校課】 

・特別な教育的ニーズのある子どもに、適切な指導を提供できるよう、通常の学級、通級による

指導、特別支援学級、特別支援学校という連続性のある「多様な学びの場」を提供し、研修や

情報交換を通してそれぞれの充実を図ります。【県立学校課】 

・特別支援教育に関する校内委員会の充実を図るとともに、一人一人の教育的ニーズに応じて適

切な教育的支援を行うために「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を作成・活用し、

校種間の連携を推進します。【県立学校課】 

・小・中学・高等学校等における発達障害を含む障害のある児童生徒への理解啓発を図るととも

に、巡回指導員等による小・中学・高等学校等の教員への研修を行い、校内の支援体制を整備
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No.37 

No.38 

します。【県立学校課】 

・幼・小・中学校に在籍する発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の学校（園）生活を支援す

るため、市町村が配置するスタディ・メイト（特別支援教育支援員）の養成・資質向上を支援

します。【県立学校課】 

・特別支援学校における理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の専門家を活用した研修による

専門性の向上や地域の小･中学校等に対するセンター的機能の充実を図ります。【県立学校課】 

・特別支援学校に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒の教育の充実を図るため、看護職員

を配置して医療的ケアを実施します。【県立学校課】 

・【新】安全に安心して医療的ケアが実施できるよう、特別支援学校の看護職員や養護教諭等を対

象とした医療的ケアの研修会の実施や、専門的な知識を有する医療的ケア指導医及び指導看護

師を医療的ケア指導チームスタッフとして特別支援学校に派遣するなど、医療的ケア実施体制

の充実に努めます。【県立学校課】 

・障害のある子どもと、障害のない子どもや地域の人々が、計画的な交流及び共同学習を行うな

ど、互いの違いを認め合い、尊重し合う心を育てるなど、心のバリアフリーの教育を推進しま

す。（再掲）【県立学校課】 

・手話を必要とする幼児児童生徒が手話による教育を受けられるよう、手話の学習の機会を提供

するとともに、教職員の手話に関する技術向上に努めます。（再掲）【県立学校課】 

・幼・小・中・高等学校等の学校において、手話に対する理解を深めるよう努めます。（再掲）【県

立学校課】 

・教育職員免許法認定講習の実施等により、特別支援学校における教員の特別支援学校教諭免許

状の保有率向上を図るなど、特別支援教育担当教員の指導力の向上と専門性を高めるため取組

みを推進します。【教職員課、県立学校課】 

・障害のある幼児児童生徒の就学のために必要な諸経費を支援します。【小中学校課、学術振興課】 

・高等教育機関（大学・短大等）に通学する障害のある人が適切に教育を受けることができるよ

う必要な支援に努めます。【学術振興課】 

・卒業後の職業的自立のため、特別支援学校における職業教育を充実するとともに、事業所や公

共職業安定所、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等との連携を強化します。

【県立学校課】 

・教育内容の充実のため、教材やＩＣＴ機器の整備を図るとともに、ⅤＲやロボット等の最先端

のＩＣＴ機器を活用した効果的な授業を推進します。【県立学校課】 

・「富山県学校施設長寿命化計画」に基づき、バリアフリー化等も含め、県立学校の改修等を順次

実施します。【教育企画課】 

・遠距離通学や障害のため通学が困難な児童生徒の通学の便及び安全確保のため、特別支援学校

の通学用バスの運行や介助員配置など通学環境の充実に努めます。【県立学校課】 

 

⑵ 一貫した教育相談体制の充実と生涯学習の推進 

① 就学前からの教育支援体制の充実 

・障害のある幼児児童生徒に最もふさわしい教育を推進するため、就学相談や教育相談体制を充

実します。【県立学校課】 

・障害のある幼児児童生徒や保護者に最も適切な教育機関・教育内容に関する情報を提供するた

め、特別支援学校等において学校見学会や就学についての相談等を実施します。【県立学校課】 

・総合教育センター教育相談部を中心とした特別支援教育の相談機能・体制を充実します。【県立
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学校課】 

 

② 生涯学習の推進 

・各種教養講座、講演会等について、点字広報、声の広報等により開催情報を提供するとともに、

開催会場のバリアフリー化に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・各種講演会等へ手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう者向け通訳・介助員の派遣を推進し、聴覚

障害者及び盲ろう者の学習活動を支援します。【障害福祉課（地域生活）】 

・点字図書、朗読図書及び字幕（手話）入りビデオライブラリーの提供サービスを充実します。

（再掲）【障害福祉課（地域生活）】 

・障害のある人の図書の利用を促進するため、地元の図書館を通じて他の公立図書館等の図書を

利用できるサービスや図書の郵送貸出制度の普及を図ります。【生涯学習・文化財室】 

 

⑶ 地域療育体制の整備 

① 就学前からの支援体制の充実 

・児童福祉法に基づく児童発達支援や放課後等デイサービス、保育所等訪問支援及び障害者総合

支援法に基づく居宅介護、短期入所、日中一時支援、日常生活用具等の提供など、障害のある子

どもが身近な地域で必要な支援を受けられるよう体制の整備を図ります。【障害福祉課（地域生

活）】 

・児童発達支援センターにおいて、障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能の強化

を図った上で、地域における中核的な支援施設として位置づけ、障害児通所支援等を実施する

事業所と緊密な連携を図り、重層的な障害児通所支援の体制整備を図ります。【障害福祉課（地

域生活）】 

・乳幼児期からの各種健康診査、訪問指導、育児相談等を充実するとともに、県教育委員会、子

育て支援担当部局との緊密な連携はもとより、厚生センター、市町村、児童相談所、発達障害者

支援センター、保育所、障害児施設及び医療機関の連携を強化し、障害のある子どもやその保護

者に対する早期からの継続的な療育支援体制や相談支援体制の充実に努めます。【障害福祉課

（地域生活）、子育て支援課（切れ目ない子育て支援担当）、健康課（母子・歯科）】 

・地域の幼稚園・保育所が受け入れ可能な障害のある子どもの入園・入所を支援するとともに、

職員に対する研修を実施します。【障害福祉課（地域生活）、子育て支援課（保育・認定こども園

担当】 

・障害児等療育支援事業により、家庭訪問や外来による療育相談、指導等を行い、市町村と連携

しながら、在宅の障害のある人や子どもの地域生活を支援します。（再掲）【障害福祉課（地域生

活）】 

・在宅重症心身障害児者の家庭への訪問指導や訪問診査を行うとともに、児童相談所等において

療育等各種相談、情報提供を行います。【障害福祉課（地域生活）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターに設置している医療的ケア児等支援セン 

ターにおいて、医療的ケアが必要な障害児者及びその家族等からの相談に応じ、情報の提供や 

助言を行うほか、医療的ケア児等支援コーディネーターをはじめとした支援人材の育成、市町 

村が行う支援体制整備の後方支援を行います。【障害福祉課（地域生活）】 

・地域において包括的な支援が受けられるように、保健・医療・福祉・教育等の関係機関の連携 

促進に努めます。【障害福祉課（地域生活）】 

・【新】保育所等における医療的ケア児受入れのための体制整備への必要な支援をするとともに、 
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No.39 

医療的ケア児の保育所等での対応についての理解を深めるための研修を実施します。【子育て 

支援課】 

・【新】聴覚障害児を含む難聴児が適切な支援を受けられるよう、中核的機能を果たす体制整備を

検討すると進めるとともに、新生児聴覚検査から治療、療育、教育、就労に至るまで、ライフス

テージに応じて適切な支援を行うため、保健、医療、福祉、教育、行政等の関係機関のに繋げる

連携体制の構築に向けた取組みを推進します。【障害福祉課（地域生活）】 

・障害者総合支援法の対象とならない軽度・中等度難聴児を対象に、補聴器の購入費に対して補

助することにより、補聴器の装用を促し、言語の習得や社会性の向上を図ります。【障害福祉課

（地域生活）】 

 

② 福祉施設等における療育機能の充実 

・施設職員等関係職員に対し専門研修の実施や療育等に関する情報提供等を行い、職員の資質の

向上を図ります。【障害福祉課（地域生活）】 

・地域で生活する重症心身障害児者の支援のため、医療的ケア児等を含む重症心身障害児者に対

応できる生活介護事業所等の職員を養成します。（再掲）【障害福祉課（地域生活）】 

・富山県リハビリテーション病院・こども支援センターにおいて、他職種との連携によるチーム

医療体制により重症児等への対応力を強化するとともに、短期入所や通所サービスなど、重症

児の在宅支援機能を強化します。【障害福祉課（管理・地域生活）】 

・身近な地域で必要な支援を受けられるよう、医療的ケアの必要な重症心身障害児者等の受入施

設への支援を行います。【障害福祉課（地域生活）】 

・障害児入所施設において、専門的機能や地域支援機能の強化を図ります。【障害福祉課（地域生

活）】 

・障害児通所支援事業所及び障害児入所施設において、障害のある子どもに対し質の高い専門的

な発達支援を行う施設として、支援の質の向上と支援内容の適正化を図ります。【障害福祉課（地

域生活）】 
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No.40 

No.41 

２ 雇用・就労の促進 

 

障害のある人が、経済的に自立し地域で質の高い生活を営むためには、就労する（働く）ことが

重要であり、社会活動への参加や自己実現にもつながります。働く意欲のある障害のある人が、

その適性に応じて能力を発揮することができるよう、雇用・就労の促進のための支援が必要です。 

本県では、雇用障害者数は年々増加しており、障害のある人の法定雇用率を達成している企業の

割合は全国平均を上回っているものの、未だ４割以上の企業が法定雇用率を達成していません。    

また、令和６年４月以降、段階的に法定雇用率の引上げと、雇用義務の対象となる企業の規模の

引下げを踏まえ、多くの障害のある人が企業等に就職し、職場に定着できるよう、国（富山労働

局、各ハローワーク）をはじめとする関係機関との連携により、事業主等の障害者雇用に対する

理解を深め、障害のある人の就業機会の拡大や職場定着への支援を促進します。 

また、企業等に雇用されることが困難な障害のある人の一般就労が困難な障害者に対する支援

の充実と、多様な就労の場の確保等による工賃水準の向上に取り組みます。 

 

⑴ 障害者の雇用促進、就労支援 

① 職業能力の開発 

・職業能力開発校（県技術専門学院）において、障害のある人が職業訓練を受講しやすい環境づ

くりに努めるとともに、民間の企業等を活用した障害のある人の態様に応じた多様な委託訓練

を実施するなど、職業能力開発における機会の拡充を図ります。【労働政策課】 

・富山県障害者技能競技大会の開催を支援し、技能労働者として社会に参加する自信と誇りを持

ってもらえるよう、障害のある人に対する社会の理解と認識を高め、雇用の促進と地位の向上

に努めます。【労働政策課】 

・障害のある人の職業能力の向上を図るとともに、その雇用の促進を図るため、全国障害者技能

競技大会（アビリンピック）への参加を奨励するとともに、上位入賞者に対する表彰を行いま

す。【労働政策課】 

・国の障害者人材開発促進旬間（１１月上旬）に、報道機関等と連携し、障害のある人に対する

職業訓練等の紹介を行い、障害のある人の職業能力開発の啓発を促進します。【労働政策課】 

 

② 雇用の促進 

・障害者雇用促進法に基づく法定雇用率を遵守し、県及び教育委員会、警察本部における障害者

雇用を積極的に進めるとともに、障害のある人がその能力を十分発揮できる場の創出や、国か

ら示される指針等に基づき、障害の内容や程度障害のある人からの申し出に応じた合理的配慮

の適切な提供・実施に努めます。【人事課、教職員課、県警本部（警務課）】 

・障害者雇用促進法で規定された、雇用分野における障害のある人に対する差別禁止及び障害の

ある人が職場で働くに当たっての支障環境を改善するための措置（相談体制の整備及び合理的

配慮の提供義務）について、企業の理解が促進されるよう民間コーディネーターの派遣による

労務担当者への個別支援、障害者雇用セミナーの実施により、周知を図ります。（再掲）【労働

政策課】 

・身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、難病など、それぞれの障害特性に応じた就労支援

をきめ細かく実施するため、障害のある人の就労支援機関や医療機関、富山県発達障害者支援

センター、富山県難病相談・支援センターなどとの連携を強化し、定着支援を強化するなど就

労支援の実施による障害のある人の雇用率を引き上げます。【健康課、労働政策課】 
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・ヤングジョブとやまにコーディネーターを配置し、障害のある学生に対し、インターンシップ

体験や短期の職場実習を実施し、就職を支援します。【労働政策課】 

・障害のある人と企業の交流会の実施などネットワーク形成による就労を支援します。【労働政策

課】 

・県が配置する障害者雇用推進員の企業訪問により、国や県の障害者雇用施策等を周知するとと

もに、収集した障害者雇用の好事例をホームページ等で提供します。【労働政策課】 

・障害のある人の能力や障害の特性に応じた多様な雇用・就業形態がとれるよう、短時間勤務や

ＩＴの活用などによる在宅勤務等について事業主の理解の促進に努めます。【労働政策課】 

・障害者雇用の大きな受け皿となり得る特例子会社制度の積極的な周知・啓発を図ります。【労働

政策課】 

・一般就労への移行を促進するため、障害者就業・生活支援センターを活用し、民間企業等にお

いて短期の職場実習を行う「障害者チャレンジトレーニング事業」を推進します。【労働政策課】 

・障害のある人を一定期間試行雇用（トライアル雇用）する制度を広く周知し、障害のある人の

円滑な常用雇用への移行を支援します。【労働政策課】 

・医療機関や協力事業所等の関係機関と連携し、社会とのつながり促進事業事業を実施するなど、

精神障害者の社会的自立と社会復帰を支援します。（再掲）【健康課（精神保健）】 

・福祉の分野においてＮＰＯ法人等が行う地域貢献型事業（コミュニティビジネス）に対して融

資等の支援をします。（再掲）【地域産業支援課】 

・特別支援学校と事業所や関係機関が連携し、高等部生徒の就業体験を推進し、雇用の促進を図

るとともに、特別支援学校就労コーディネーターや障害者就労サポーターの配置による職場開

拓や定着支援など、高等特別支援学校等における障害の状態に応じた就労支援の充実を図りま

す。【県立学校課】 

・【新】障害のある生徒の就労支援に理解と協力の得られる企業を登録し、様々な情報を提供する

ことで、特別支援学校と企業との連携を推進します。【県立学校課】 

・特別支援学校の高等部生徒に、社会と仕事に対する理解を深めてもらうため、県庁における職

場体験の受入れを実施します。【労働政策課】 

・９月の「障害者雇用支援月間」に、優良事業所や優秀勤労障害者に対する表彰等を実施するな

ど、障害者雇用に関する理解を深めるための普及・啓発活動を推進します。【労働政策課】 

・障害者雇用率が高いなど、障害のある人の雇用に積極的に取り組む企業を県が認証し、その取

組み等をホームページで紹介する制度を実施します。【労働政策課】 

・富山県知的・精神障害者雇用奨励金や障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金、税制上の優

遇措置等の周知と活用の促進を図ります。【労働政策課】 

・【新】障害者雇用を促進するため、雇用ゼロ企業をはじめとした法定雇用率未達成企業に対し、

労働局の指導と連携した障害者雇用セミナー等を開催します。【労働政策課】 

・法定雇用率未達成企業の割合が高い中小企業の経営者等を対象として、障害者雇用に際しての

配慮すべき点や、優良企業の事例紹介・見学会等を内容とする障害者雇用セミナーを開催しま

す。【労働政策課】 

・県の物品等の発注において、障害のある人を多数雇用する事業所や障害者就労施設等に発注す

るよう努めます。【障害福祉課（自立）】 

 

③ 総合的な就労支援 

・障害者就業・生活支援センターに障害のある人の職業的自立を支援する専任職員を配置し、個々
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の障害の特性に応じた訓練・指導を通じて就業と日常生活の両面から支援します。【労働政策課、

障害福祉課（自立）】 

・障害のある人が職場に円滑に適応し、安定した職業生活を送れるよう、直接職場との調整・助

言を行う、ジョブコーチ（職場適応援助者）の活用を推進します。【労働政策課】 

・職業生活相談員の配置など事業主による職業生活相談体制の整備や、事業所内での「障害者職

場定着推進チーム」の設置を促進し、障害のある人の職場定着を図ります。【労働政策課】 

・障害のある人が解雇されたり離職するときに、就労支援期間が過ぎている場合や、特に、親亡

き後に、これまで支援機関とつながりの少ない、軽度の障害者（知的、精神）が退職するとき

には支援が必要とされるので、支援機関によるフォロー体制の強化を図ります。【 労 働 政 策 課 】 

 

⑵ 一般就労が困難な障害者に対する支援の充実 

① 就労継続新事業所等の設置促進 

・就労継続支援事業所等の設置を促進するため、施設整備等に対して支援します。【障害福祉課

（自立）】 

 

② 工賃向上の支援 

・「障害者優先調達推進法」に基づいて調達方針を毎年作成し、政策目的随意契約制度を活用し、

障害者就労施設等からの優先的発注に努めます。【障害福祉課（自立）】 

・「富山県工賃向上支援計画」に基づき、自主製品の創出や経営ノウハウの導入などを支援する事

業の実施により、工賃向上に取り組む障害者就労支援事業所を支援します。【障害福祉課（自立）】 

・【新】農福連携コーディネーターを配置し、農業分野と福祉分野のマッチングを支援することに

より、工賃の向上や就労先の充実に努めます。【障害福祉課（自立）】 

・「ハーティとやま」、「農福連携マルシェ」等のイベントを通じて販売することにより、製品の販

路の確保、拡大に努めます。（一部再掲）【障害福祉課（自立）】 

・富山県社会就労センター協議会（セルプ協）に設置された、企業が必要とする物品・役務の内

容に応じて受注可能な事業所へ繋ぐといったコーディネーター的機能を果たす共同窓口等に関

する情報について、就労継続支援事業所への提供に努めます。【障害福祉課（自立）】 

・富山県リハビリテーション・こども支援センターに、障害のある人の就労や県民との交流の場

となる飲食スペースを整備し、就労訓練や工賃向上、障害や障害のある方への理解促進に繋げ

ます。【障害福祉課（管理）】 
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３ 社会参加活動の推進 

 

障害のある人がスポーツや芸術・文化活動など様々な社会活動に参加することは、心身の発達や

健康の維持増進だけでなく、人生を豊かでうるおいのあるものとし、日々の生活の中に喜びや生

きがいを見出すなど、生活の質を高めることにもつながります。また、障害のある人とない人が

スポーツや芸術・文化活動において交流することは、障害や障害のある人に対する県民の理解が

深まることが期待されます。 

このため、障害のある人が日常的にスポーツや芸術・文化に親しみ参加できるよう、障害のある

人のスポーツや芸術・文化活動の振興を図るほか、各種生活訓練等を行う社会参加促進事業の推

進により、障害のある人の生活能力の向上や生活の幅を広げるよう支援します。 

また、文化芸術活動の推進にあたっては、障害者文化芸術推進法の趣旨に基づき、障害者による

文化芸術活動の幅広い促進、障害者による芸術上価値が高い作品等の創造に対する支援の強化、

地域における障害者の作品等の発表、交流の促進による、心豊かに暮らすことのできる住みよい

地域社会の実現を基本的な方針として、各種の取組を実施します。 

 

⑴ スポーツ活動の振興 

・関係機関・団体と連携し、障害者スポーツへの理解と認識の拡大を図るとともに、障害のある

人もない人も、共に障害者スポーツ体験イベントやスポーツ教室、大会等に参加できる機会の

充実に努め、相互理解と交流を促進します。【スポーツ振興課】 

・県民の健康づくりを推進するウォーキングイベントや富山マラソン、Enjoy！スポーツとやま、

湾岸サイクリングなど、市町村やスポーツ関係団体との連携による年齢や障害の有無等にかか

わらず、気軽にスポーツ活動に参加できる機会づくりを推進します。【スポーツ振興課】 

・子どもや若者、高齢者、障害のある人など幅広い県民が楽しめるスポーツ施設の整備等による

スポーツ環境の充実に努めます。【スポーツ振興課】 

・福祉施設等の児童、生徒のプロスポーツ観戦を無料招待する事業に対する支援に努めます。【ス

ポーツ振興課】 

・障害のある人のスポーツ人口の拡大や競技水準の向上を図るため、スポーツに関する情報提供、

各種スポーツ教室の実施、用具の貸与等や、富山県障害者スポーツ大会の開催など、障害者ス

ポーツの普及促進に努めます。【スポーツ振興課】 

・競技性の高い障害者スポーツにおけるアスリートの育成強化を図るため、全国障害者スポーツ

大会等への選手派遣等を奨励し、また、世界水準の選手の国際的なスポーツ大会への参加を支

援します。【スポーツ振興課】 

・パラスポーツ指導員や障害者スポーツ審判員を養成するとともに、資質の向上を図ります。【ス

ポーツ振興課】 

・精神障害者レクリエーション大会や精神障害者スポーツ大会の開催について支援します。【健康

課（精神保健）】 

・障害者スポーツクラブやＮＰＯ法人等、民間団体が主催する障害のある人のためのスポーツ大

会に対して支援します。【スポーツ振興課】 

・県立体育施設利用料等の障害のある人に対する減免措置制度の周知に努めます。【スポーツ振興

課】 

 

 

修正４ 

修正５ 
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⑵ 文化芸術活動等の振興 

・共生社会の実現に向けて、障害者が地域において鑑賞、創造、発表等の多様な文化芸術活動に

参加できるよう、富山県障害者芸術活動支援センター「ばーと◎とやま」において文化芸術に関

する相談支援や情報提供、人材育成、発表の機会、住民の参加機会の確保、関係者によるネット

ワークの構築等を図ります。【障害福祉課（地域）】 

・【新】より多くの障害者が文化芸術活動を体験できるように鑑賞や発表の機会を確保し、障害へ

の理解を深めます。【障害福祉課（地域）】 

・【新】特別支援学校や事業所、団体等で障害者が文化芸術活動をしやすい環境づくりを進めます。 

 【障害福祉課（地域）】 

・【新】県立有文化施設において、文化芸術を鑑賞しやすい環境づくりのためする際の情報保障と

して、手話通訳、筆談マークの設置や音声ガイドの活用等に努めます。を進めます。【文化振興

課、障害福祉課（地域）】 

・障害者施設における芸術文化・レクリエーション活動を推進するとともに、施設が地域におけ

る文化芸術・レクリエーション活動の拠点となるよう支援します。【障害福祉課（地域生活）】 

・障害者団体による芸術作品展の開催等、障害のある人の主体的な芸術文化活動を支援します。

【障害福祉課（地域生活）】 

・こころの健康フェスティバルにおいて精神障害者の作品を展示するなど、精神障害者の文化活

動の発表の場を提供します。【健康課（精神保健）】 

・県立施設観覧料等の障害のある人に対する減免措置制度の周知に努めます。【文化振興課】 

 

⑶ 社会参加促進事業等の推進 

・障害のある人等の生活の質的向上を図るため、歩行訓練講習会、家庭生活教室など、障害特性

に応じた、日常生活上必要な生活訓練等に関する各種講習会等を開催します。【障害福祉課（地

域生活）】 

・障害のある人の自立と社会参加を促進するため、スポーツ・レクリエーション教室の開催や文

化芸術活動の振興などの社会参加支援に取り組むよう、市町村に働きかけます。【障害福祉課（地

域生活）】 

・身体障害者の自動車運転免許取得を促進するため、県内全ての指定自動車教習所で身体障害者

用教習車を用いた教習が可能な体制を整備します。（再掲）【障害福祉課（管理）】 

 

 

  

修正６ 
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第３編 計画の推進体制 

 

１ 障害保健福祉圏域 

障害のある人は、市町村ごとの対象者が少なく、障害の種類によっても対応が異なることから、

施策によっては、一つの市町村だけでは実施困難なもの、広域的に対応した方が効果的なものが

あります。 

このため、第４次計画で設定した障害保健福祉圏域と同様に４つの圏域を設定し、地域的に 

均衡のとれた施設配置や効果的な施策展開を実現するため、障害保健福祉圏域ごとに検討を進め

ることとします。 

ただし、圏域の範囲や機能については、今後必要に応じて見直します。 

 

・富山圏域…富山市、滑川市、舟橋村、上市町、立山町 

・高岡圏域…高岡市、射水市、氷見市 

・新川圏域…魚津市、黒部市、入善町、朝日町 

・砺波圏域…砺波市、小矢部市、南砺市 

（単位：人） 

圏域名 総人口 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 

身体障害者 
手帳所持者数 

療育手帳 
所持者数 

精神障害者 
保健福祉手帳所持

者数 

富山 

圏域 
484,278 21,651 4,020 4,457 

高岡 

圏域 
292,405 11,920 2,557 2,441 

新川 

圏域 
109,990 5,041 969 787 

砺波 

圏域 
120,440 5,239 1,182 1,025 

県計 1,007,113 43,851 8,728 8,710 

※総人口は、令和５年９月１日現在（富山県人口移動調査） 

※各手帳所持者数、精神障害者の公費負担通院患者数については５年３月３１日現在 

※精神科病院入院患者数については令和４年６月３０日現在（暫定値、病院所在地別のデータ） 

 

 

２ 施策の推進体制 

障害者施策は、福祉分野のみならず、保健・医療、生活環境、雇用・就業、教育など幅広い分野

にわたることから、関係部局が緊密に連携し総合的に取り組みます。 

また、障害のある人やその家族、障害の特性に応じた様々なニーズに応えていくためには、国や

市町村、障害者団体、ＮＰＯ・企業等民間団体など多様な主体が関わり、適切な役割分担のもと、

連携・協力を図ります。 

特に、障害福祉サービスの実施主体である市町村との連携・協力体制を強化し、協働して障害者

福祉の向上に努めます。 
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⑴ 県民の役割 

・障害のある人は、地域社会の一員として主体的に社会活動に参加するとともに、その人の特性

や能力に応じて、自立を目指し、社会に貢献していくことが期待されます。 

・地域住民は、障害や障害のある人について理解を深め、地域行事等での交流などを通じて、と

ともに、障害のある人の地域生活への理解と支援に協力することが期待されます。また、ＮＰ

Ｏ・ボランティア活動等に自発的・主体的に参加するなど、共生社会の実現に向けて地域社会

における役割を果たすことが期待されます。 

・ＮＰＯ・ボランティアは、その特徴である機動性や柔軟性を活かして、地域のニーズに応じて、

障害のある人の社会参加の機会づくりなど、地域コミュニティの再生・活性化の担い手となる

ことが期待されます。 

 

⑵ 福祉サービス事業者、各種団体、企業の役割 

・福祉サービス提供事業者は、障害のある人の状況に応じた適切なサービス提供を行うとともに、

サービス内容の情報提供やサービスの評価などによる質の向上に努め、利用者の立場に立った

質の高いサービスを提供することが求められます。 

・障害者団体は、障害のある人の障害特性や障害により必要となる援助や配慮などのニーズを把

握し、自主的な支援活動や各種周知・啓発活動などを展開することが求められます。また、障

害のある人及びその家族同士、地域住民等との交流により、相互理解の促進を図ることが期待

されます。 

・企業は、地域社会を構成する一員として、ボランティア活動などの社会貢献活動の環境づくり

や障害者雇用の拡大と職場定着を積極的に進めることなどにより、障害のある人の自立を支援

していくことが期待されます。 

 

⑶ 行政の役割 

・市町村は、障害のある人を含む地域住民に最も身近な行政機関として、率先して住民のニーズの

把握に努める必要があります。また、障害のある人やその家族等からの様々な相談に応じるとと

もに、各種サービスの提供を適切に行うなど、地域の実情に応じたきめ細かな施策を計画的に推

進し、総合的な支援を住民に提供する役割を担います。 

・県は、障害者計画等を策定し、県全体の施策の方向性を示すとともに、市町村が求められてい

る役割を確実に発揮できるよう、市町村への技術的･財政的支援、情報提供、広域的な調整のほ

か、人材育成や専門性の高い相談支援、広域的な対応が必要な事業の実施などの役割を担いま

す。また、市町村と連携し、地域住民や民間事業者等の活動を支援するなど、総合的かつ効率

的な施策を展開します。なお、施策の推進にあたっては、真に必要なサービスを持続して提供

できるよう、サービスの重点化や効率化に留意し、各種制度や財政措置など必要に応じて国に

働きかけていきます。 

・国は、地方公共団体が必要なサービスを障害のある人に持続して提供できるよう、安定的な制

度の構築と運営、財源の確保などの役割を担う必要があります。 

 

３ 計画の進行管理 

計画の進捗状況等を、障害者団体や学識経験者、市町村の代表等からなる「富山県障害者施策推

進協議会」に適宜報告し、その意見を踏まえ計画の適切な進行管理を図ります。 

また、障害のある人を取り巻く社会情勢等の変化があったときは、「富山県障害者施策推進協議

会」等で意見を聴取するとともに、障害者団体や県民等のニーズを踏まえ、必要に応じて計画の見

直しを行う。 


